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I 社会福祉法人の健全性およびその経営実態の分析、

1. 分析の方法

社会福祉法人会計基準(案)身体障害者授産総設会計規則(日本公認

会計士協会)を昭和 50年会計年度Kおいて、試験的K実施した 10法

人 13地設のうち 6法人 11施設(以下調査法人という)Kついて調査

を行い、調査法人の昭和 50年度決算書をできる岐り会計基準(笑)にL

たがい組替修正しである。なお、収支の一部の科目の内訳は准計Kよる区

分が行われている。

① 経営分析は、つぎの比率を用いた。

1 ) 健全性(財務)

(1) 各会計単位貸借対照表および綜合貸借対照表の構成比率

固定資産
(2) 自己基金対固定資産比率 .-----X1 0 1) 

自己基金

間定資産
(3) 自己基金対闘定資産比率=一一 一J:-XI00自己ム a ・....h _1  ... L..L-

(補助金等引当金含)

固定資産
(心 固定長期適合率二，ー占・ー一一・... ß -.ß_ ー・・・会.~ ..L.L目 Hー :-XIOO

流動資産
(5) 流動比率~_. _.L X 100 

流動負債

(6) 当↓座比率

2 ) 収支計算介析比率

(1) 収支構成比率

現預金+受取債権
100 

流動負債
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福祉事業分析比率

(1) 福祉事業構成比率(福祉事務貸構成率、福祉事業構成率)

給料+法定福利費+厚生質+退職金
(2) 措置人件費対人件費率 借置人件費 x 100 

(補助金人件健含)

(3) 福祉事務費対措置費収入率一一福祉事務費 x 100 
措置費収入

. (減価償却費除)

(4) 福祉事務質対収入率

(減価償却除)

(5) 
福祉事業費

x '100 樹止事業費対措置費収入率 措置費収入

(6) 福祉事業費対収入率

4 ) 授産事業分析比率

(1) 長産事業構成比率

(2) 授産事業固定資産回転率
売上高

授産事業固定資産

売上高一当期製品化人高
(3) 従業員 1人当り月間生産高ニユヮ 一一一一x100 甲叫口.>ll.L・マコ君主文

一作業員給料+職業指導員給料+法定福利貸
(4) 生産高対人件費率一一一一一一

生産高

+厚生費+退職金 x1 0 0 

庄) 県単属用補助金収入がある場合

職員給料一県単雇用補助金、

退職金は退職金共済掛金(凪及県掛金)
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作業員給料+作業員法定福利費+
(5) 生産高対作業員給料率-一一一一ー

生産高

厚生費 x100 

外註工賃率
(6) 外註工賃率= 一一一一x100 

生産高

(7) 販売費率=
売上高

販売管理費
x 100 

(8) 職員 1人当り平均人件後(月千円)==

職業指導員給料+法定福利費+厚生費

職員数 + 1 2 

注) 国基準職員、授産職員、販売職員ごとに区分

(9) 作業員 l人当り平均人件費(月千円)==

作業員給料+法定福利費+厚生唆

人所者数 ・-:-1 2 

注 1) 各会計単位貸借対照表および綜合貸借対照表構成比率、福祉事業

構成比率、授産事業構成比率、収支構成比率は計算書類K表示してある。

任 2) 人件費、(職員給料、作業員給料)分析、長期借入金償還財源分

析は別項目としてある。

分析K用いた標準率は、指設の所在する燥の;経営指標(昭和 50年版)

および賃金指標のうち、各施設で生産または加工を行っている該当業種の

数値を用いた。(経営指標のない場合は中少企業庁の経営指標を用いた。)

なお、分析は法人単位で笑地し.係数単位は千円で表示した。

調査法人はつぎの 6法人で以下ケース 1-J/lの略称を用いる。
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2. 経営分析の総括

調査法人単位で総括してある。

1 )健全性

授産絡設は身体障害者・を収容し社会夜帰のための説II~~ 自立心を

高めるため、職業能力の向上、育成、社会的適応、 ;1民応力の育成を

行う場であるため、収容。留設の形選とー紋企業の形態を持つ授産工

場を併有している。しかし、授震工場は、一成企業の形還を持ちな

がら、教育訓凍の場所でもあること、身体障害者の作業能力K見合

う作業種頒も少くなく、身体障害者の作業能力K適合する機械装置

も少くない。したがって一般企業の形態を取りながらも、一枚企業

のような利潤追及弟ーに運営を行うことができない。他面収容施-設

授産工場は共K設l電の最営基準があり、定められた基準に合設しな

ければならなL、。かかる意味合L、から考慢すれぽ、自己基金構成率

は一般より高くなければならなL、。同時に自己基金対固定資震比率

は当然、標準i直以下であることが望ましく、.このことは流動性を高め

ること Kなるの

この!菊係をー表にまとめて見るとつぎのよう Kなゐ。

よ主¥ぐ三RTケースlケース日 ケース皿 ケースW ケースV
自己基金対固定資産比率 545 177 327・ 125 162 / 

自己基金対固定資産金比率
(補助金等引当 ) 130 

124 141 93 102 165 

固定長期適合 率 102 124 107 77 87 110 

、

信 資産対自己基金 15 ー50.6 23.6 39.4 53 ム 2.6

(補助金等引当金)
47.6 21 .5 30.6 14.7 31 57.9 
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ー~比~率~ー~、~、"--ケーー~ス区分 ケース I ケースn¥ケースI1l ケースW ケースV ケースvl

流

当

(長期借入金)
15.6 17.6 10.9 14.9 27.5 

劫比率 90 124 103 221 1，164 46 

長E 比 率 79・[，.， ，87 89 162 798 30 
一一一一一一 一一一一一 一一一一ー

全国平均標準値(製造業)

自己資本対国定資産比率 146.9 

固定長期適合率 77 

総資本対自己資本比率 28.8 

流動 比 率 143.5 

当 座比 率 101 . 1 

この分析結果から明らかなよう K、個々の法人の分析では単に標

準と比綾しての判定であるため、健全と判断しても、観点を変えれ

ば、必ずしも健全であるとはいえなL、。すなわち、自己基金が少な

く、補助金等引当金を含めてようやく標準に達する状惑であること、

国定長期適合率は調査法人が標準値より高く、流動比率、当座比率

はケースVを除いて悪L、。

注) ケースVは特殊な問題があるので、個別ケース参照

健全性K住民って結論づければ健全と言いがたく、自己基金の充実

の方策を検討する必要があると忠われる。

2 ) 箔祉事業分析

福祉事業は、入所者の処偽管理運営事業であり、国・地方公共団

体より公費補助で迷営されている。したがって収入の大部分は公費

であり、不足分は、本来、法人本部からの援助によるが一般社会か
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らの寄付で婦なわれるべきであるが、本部からの援助、一般社会か

らの寄付は胡侍できる状態でない。

総収入を 100とした収支比率は、つぎのとおりである。

細目 ¥¥¥¥l  

ーケースnlケース凹|ケースlVlケースVIケースVI

一業収入比率1307 48.1 38.5 139.6 I 70.8 15.9 

福祉事業支出比率 33.1 49.2 42.1 139.7 I 59.0 19.9 

(福祉事菜支出比率 I31.4 
減価償却費除)

42.4 38.9 ¥39.21 54.4 17.3 

上記のケース E、ケース凹を除いてほぼ均衡を保っている。ケー

スEの場合は人件費KケースVの場合は対外債務の弁済のための特

殊事情がある。

3 ) 授産事業分析

授産事業については、一役;返済界の不況により授産事莱の受註の

減退による売上高、加工収入の減少、授産主主菜のもつ性格から、固

定貸の削減ができず、作業員給料が相体的K高くなったことはいな

めなL、。したがって、授産事業では相当の赤字を出しているケース

もある。

総収入を 100とした収支比率はつぎのとおりであゐ。

Htト処竺?ケースIケースEケース阻 ケースIVケースV ケースVI
授産事業収入比率 66.8 27.9 51.9 55.8 16.6 44.2 

授産事業支出比率 66.9 23.5 61.4 60.1 17.4 49.0 

(授産事業支出比率
61・2 21・2 比 1減価償却費除) 51.4 13.7 45.7 
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上記のケース Eは訓練手当の関係で剰余が生じている平年度で計

算すれば赤字となる。

4 ) 分析結果からの結論

授産指設の健全性を高めるためには、つぎの諸対策が必要となる。

(1) 法人自体、自己基金充実のための募金活動を行い、法人本部会

計の果実の生ずる財産とすゐ。

(2) 自己基金を充実せしめるため、施設盤側補助率を高めるの

(3) 長期借入金の償還財源補助を行う。

(4) 授産事業活動を活発に行い、摘切な作業員給料を支払いかっ剰

余を留探せしめる。

(5) 闘・地方公共団体の補助金等K一定の基準内で柔軟な使用方法

を認める。なお、授産事業にも必要に応じて字m助金を支出する制

度を認める。

(6) 私学援興法のような制度を検討する必要がある。
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3. ‘ケース分析

1 )ケースーI

健全性

間定長期適合率は法人全体で係準値より若干感いが、 100%をと

えている。問起点は、法人の自己基金が少い ζ とが国立つ。すなわ

ち補助金等引当金を自己基金K含めた場合は、

(自己基金十補助金等引当金=自己資本とみなした場合…-

・・総資本対自己資本比率……… 28.8労) は良好といえる。

とのととは、長溺借入金が傑準より少ないとを意味する。しかし国

・地方公共団体の政j成によって凶定貸産が取件されている現状から

すれば当然のことであるが、 自己基金が少い ζ とは流動比率のJ騒い

ζ とK示され、すなわち退転基金の乏しいととを示している。しか

し健全性は良といえる。

福祉事業分析

法人収入のうち措置費等収入の占める者IJ合は 30.7 %であり、この

うち搭i量費人件貸と文払人件費のぎIJ合はほぽ均偏を保っているが、

f受注会計では事務質が収入を 25% (泳減価償却 16 % )超過して

いる。事業費について授産会計で 4%、 リハピ会計で -5%の超過

過少があるが、共通経貸区分方法の問返点を考慮すればまず妥当と

恩われる。

1受産事業会計

役立重事業収入は法人収入の 66.8%を占め、固定資産回転率は若干

平均で低lハ。このことは先上高加工収入が多少低いこと怠味してい

る。 しかしリハピ会計では生虚高対人件費率(入所者返元挙)が 11 

-9ー



%高く、従莱員 1人当り月時主産高は授j霊会計の 64%(107千円÷

167千円)で bるζ とからすれば作菜磁力判定に同越があると考

えられる。他削減価償却貨のウエイトが佼産会計と比較して(製造

原価構成比、?受託会計 7.9%、リハピ会計 36.4 % )高いととから

入所者選元率が高すぎると忠われる。

このケースはt受託事莱がは]刷κほられているととから、売上高却l工

収入の区分K問胞があることも考えられる。又施設を通算した i受注

事業剰余金が -380千円であることからも検討が必要であろう。

本部会計

本部会計は卒業を行っていず本部会計貸用ヨ 386千円は授-産会計

がすべて負但しているので本部会計の在り方陀ついて倹討が必妥で

あるつ

-10ー
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;〉〈ご 本部会計 授産会計 リハピ会計 メ日入 計

実際比率 県単比率 実際北率 標準比率 実際比率 標準比率 実際比率 標準比率

自己基金固定比率 88 4，077 545 

自己基金問定比率 88 310 136 310 159 310 130 310 

(補助金等引当金含)

国 定長 期 適 ~ 、 率 66 121 111 121 118 121 102 121 

流 動 比 率 2，334 121 83 121 29 121 90 121 

当 座 比 率 2335 102 74 102 7 102 79， 102 

措置人件費対人件費率 106 94 

(補助金人件費含) ( 106 ) (94) 

事務費対措置費収入率 125 115 

(波価償却費除) (116 ) ( 106) 

事務費対収入比率 116 106 

(減価償却費除) ( 108) ( 98) 

事業費対措置費収入率 106 96 

事 業 費対 収 入 率 104 95 

授産事業固定資産回転率 5.3 4β 4.1 4.1 4.0 4.6 

従業員 1人当り月間生産高 167 307 9 307 118 307 

生産高対人件費率 34 39 76 39 

生産高対作業員給料率 16 76 

外 註 工 賃 率 11 

職員 1人当り平均人件費伺) 181 166 173 

(給料) C166 ) (159) (153 ) (159) ( 159) (15 9) 

授湖民員 1人当b平均人件費関) 107 

(給料) ( 92) ( 159 ) 

販売職員 1人当b平均人件費(月) 180 

(給料) (160 ) (159) 

作業員 l人当り平均人件費(月) 37 7 26 

】

H
h
t
H
N

〔事業別〕授産会計

印 席リ 縫 製

従業員 1人当b月間生産高 162 307 11 167 

授窟践員1人当り平均人件費伺) 107 

(給料) ( 92) (I 59) 

作業員 1人当り平均人件費(月) 49 143 15 64 



2 ) ヶ-ース ii

健全性

とのケースは誠査法人の中でもっとも財政状態、の安定しているケー

スで、不副会計が財産を有し、かつ果実をととじ、その采突により:良

湖借入金のは迭を行っている。言十詳2F対では長短!苛入金を本部会計

vc Jt~Z せしめたPíË-のケースでもある。このむた人の出先が対日j法人でる

ったことにもその符飲を有していると迅われる。記全性はほ良とい

える。

福祉事莱分析

法人収入のうち措昼資等収入の占める吉Ij合は<1.8.1%でる bケース

Iより高いが、 ζの越自は 50年度会計で尚祉工場が発足、訓練、期

間が含まれている附除上投援事莱が本権化していないことによる。

まえ、 ~é設会i討が含まれている。

藍皮j受l主会計では潜泣賢人件伎と支払人件捜吉lJ合は 80%と低く、

事務浅対収入率も 91 % (減価償却資徐 80% )と低い。補助金の

¥、収入率が高いととに必凶している。他向福祉工場会計では、事務費

補助のみで補幼金等の補助が少いととから、事務資対収入率は 112

% (減価償却除 91 % )である。 しかし、双方の会計とも減価償却を除

いた比率では剰余が生じている o その主たる原因は、重度授産会言1.

では支払人件費K菊i余が生じ、とれは人員構成(年令・経燈窃Kよっている。

また、重度後窓会計では号毒薬貸会計でも剰余が生じ、尿処f渇補幼が

まったく手づかずの状態であり、謝査に保して入所者質、食J樋費につ

いて相当の合越化を計っている感蝕があった。しかし計数で後討す

る隙り、給食は療談会計で一括して調越しているとのことで療護-会

-13ー



計の事業費のマイナスは各施設に対する食料i掲係費用の記分基準が

適切でないことを示している。

授産事業会計

重度授産事業会計の授産事業t幼日工収入が 82%、印刷収入 18%(福

祉工場の下請)である。生産高対人件費率(入所者選元率)は 97 

%と係単より高く、福祉工場の場合は 2%と低い。しかし、街祉工

場には訓練手当の支給があるのでこれを含めると 43 <1J、標準より

高くなる。

重度授産会計の従来-員 1人当り月間生髭高は禍祉工場の 26 c/; (2 1 

千円-;-8 0千円)であることからすれば入所者還元率は高いといえ

る。福祉工場の場合も訓繰手当を含めても様準より高く、検討を要

する。

なか、福祉工場の剰余は説u稼手当の鎖に見合うものであるので一時

的なものである。

授産事業会計の売上高、加工収入が低く(同定資産回転率が低い)

生産性を高める努力が必要である。

-14ー



7T¥〈ご 本部会計 重度授産会計 福祉工場会計 療護会計 合計

実際北率標準比率!実際比率標準比率実際比率標準比率実際北率標準比率実際H湾標準比率

自己差金固定比率 172 120 188 300 177 

自己基金固定比率 1 70 300 98 300 93 300 100 300 124 300 

(補助金等引当金含)

国 定 長期 迫 A ロ 率 109 111 98 111 93 111 100 111 124 111 

li;t 昆う 比 率 68 97 1 77 97 957 97 1 95 97 87 97 

当 座 比 率 15 78 125 78 854 78 53 78 311 78 

措置人件費対人件費率 80 87 

(補助金人件費含) ( 79) ( 86) 

事務長対措置費収入率 105 1'98 125 

( :誠価償却費除) ( 93) ( 1 63) ( 95) 

事務授対収入比率 91 111' 114 

(誠価償却費除) 。( 80) ( 91) ( 87) 

事業費対措置費収入率 112 180 

|事 業 費 対 収 入率 93 117 

授産事業白定資産回転率 0.4 2.9 0.8 2.9 0.7 2.9 

従業員 1人当 b月間生産高 21 427 80 427 50 476 

生産高対人件費率 97 32 30 32 

(訓練手当含) ( 75) 

生産高対作業員給料率 97 30 

外 註 工 質 率 30 

職員 1人当 b平均人件費(月) 141 126 104 123 

(給料) (} 15} Cl35) (} 16) (} 35 } c1 01 } (110 ) (135 ) 

作諜員 1人当り平均人件費(周 20 24 22 

{訓練手当含) ( 60) 

-
m
E
t

】。

/ー.

〔事業別〕重度授産会計

日1 局リ JJU 工

7G 上 高 2，772 

従業員 1人当 b月間生産高 21 476 

作業員 1人当り人件費(月) 20 

(給料) 17 143 



3 )ク--1'F.:

健全性

ζのケースば本部会計が財産を有し、かっ、果実;を生!二、 jJ二五三を行

なっ丈お.g、事業利余を各組設に補助している!:iEーのケースである。

しかしミ〈市川社工場会計が安全位にかけ、公定手宗公iitの.;..司会会

4 -4~~376 千円て.短羽借入金 38， 000 千円ではっている。 ζ れ‘"

ナス刑法人企件。 i?:「政状 r~ な J3イじせしめ・じいる。

i9~ 定資産迎合率('i fi:'U¥三氏くらべ若干市'.'. とくに .í~;' J工ぺ主主会 Gi・V~

己基金の不足がは立っている。しかしおは令子引当会を加えた自己

法金は出、中(2 5. 1悌)より高い。福祉工場については自己基金の不

足を本部会計ょ bの借入口金で賄ってかり、自己法金は不足といえ

るσ 侃効性は者B禍祉工場を除いて問返はないの

門会性は良好といえる O

福祉事業分祈

法人収入のうち措法費等収入の占める割合は 38.5 %である。

谷施設を通じて事務費対潜詮収入率は超過しているが事業貸対収入

率は、授産会計 102%、重度設窓会計 11 3 %であり、成価償却

貸を除くと、それぞれ 93ot、 98%であり、指援費対人件費率t受

注会計 90%、重度授産会計 93%であり、補助金を含んだ場合で

も同ーである。しかし、それぞれ 1，027千円、 1，023千円支払っ

て訟b、 ζれを加味すると、すれぞれ 94%、 96%となり妥当と

思われる。その他の給料として、事業費は問題がない。

乙のケースでは戦局人件貸中陀副司法委託費を含めてがり、 2施設の

誠域;場をー諸氏し、食料材料を支給し誠躍のみを委託している。委

-17ー



託授の合計は年同 7792千円、人員 6名、 1 人当~ 1，299千円であ

り、委託による合理化賞用分は職員給料に大部分還元されている。

改定卒業会計

授産事業収入は法人収入の 51.9%を占め、生産高対人件費率(入所

者選元率)は授窪会計重度授産会計台よび福祉事業会計では標準より

高く、それぞれ 40%、 43%、 49%VC遥している。重度授産会計の

入所者は授産会計の工場で授産会計入所者と共同して授産事業を行っ

てb り、万n工収入、ぷ日工j船団の区分が適切でなく、無辺に区分経理し

ているととから入所者越元率が高くなっている。福祉工場会計では売

上高が少なく、作業員給料は段低給料の保障を行ったため、生産高対

人件費率が高くなっている。都福祉-工場では 44%と高くなっている

が、敗先4議員給料が 21，71 6千円含まれて bれこれらの人件受24，645

千円、とれ注除外すると 41 %となるので、生産高人件費比率は 18 

%高いといえる。なお、売上高が少なく受注活動lて重点をなかなけれ

ば収益性は改善されない。

-] Bー



ご〈工
本部会計 t受注会計 重度授産会計 福祉工場会計回蹴工場会計 -fr 言十

比実率際
標準
実比際率 比標率準 実比際率 比標準率 比実率際 比標率準 比実率際 比標準率 比実際率 標比準率比率

自 己基金固定比率 83 187 3，389 1，233 327 

自 己基金固定比率 110 82 156 82 141 

(補助金等引当金含)

国 定 長 期適 合率 83 100 89 82 100 82 107 83 

流 動 比 率 I3，513 200 278 133 243 133 305 133 51 183 103 127 

当 座 比 率 2，521 100 244 103 164 103 292 101 47 168 89 95 

措置人件費対人件費率 90 93 

(補助金人件費含) (叩) ( 93) 

事務費対措置費収入率 128 131 160 

(波価償却費除) I (117) (115 ) (149) 

事務質対収入比率 102 113 131 

(波価償却費除) ( 93) ( 98) I (121) 
事染費対措置費収入率 117 132 115 

事 努""""を. 質 対 収 入率 99 115 

授産事業固定資産回転率 1.3 6.9 1.5 6.1 

従業員 1人当り月間生産高 30 334 11 334 122 334 I 178 398 

生産高対人件費率| 63 23 66 沼| 72 23 67 23 
生産高対作業員給料率 37 65 64 41 

外 註 工 賃 率 332 14 15 

販 先 費 比 率 17 

職員 1人当り平均人件費(月) 209 205 171 196 

(給料) (191 ) (213) ( 196) (213) (156) (I81 ) 

職員 1人当り平均人件費 191 196 196 

(委託費含) ( 167) (173) (168) 

授産職員 1人当り人件費伺) 142 140 194 175 

(I30) (166 ) (130 ) U(6) (I71 ) 

販売職員 1人当 b人件貸(月) 122 

(給料) (I 17) (171 ) 

作業員 1人当 b平均人件費(月) 12 138 7 138 78 138 93 36 

(訓練手当含) ( 87) (145) ( 34) 

H
ω
J
t
N

。

都貸与資産含※ 



4 )ケースN

健全性

固定長期適合率、流動比率等の話比率は標準と比較して良好といえ

る。

福祉事業分析

法人収入のうち措置費等収入の占める割合は 39.6 1bであり、措置

費人件費と支払人件費とは、ぽぽ均衡を保っているが、民間施設給

与改善費人件費がt受注事業人件費に仮りむけられている。すなわち、

生産高対人件費が 74 'Jbと高く、振りむけられた領を授産事業会計

の職業指導員給科より控除すれば、生法高対人件貸率は 42%とな

る。しかし事業費は支出が超過しているが、福祉事業会計を通算し

て剰余金は -60であるととから、妥当と忌われる。このケースの

場合はi治体的に人件費が高いこと、すなわち人員ば瓜(年令・経歴)

によって左右されている。

授産事業分析

授産事業収入は法人収入の 55.8 %を占め、固定資産回転率は 1回

転低く、売上高加工収入が少ない ζとなよび街祉事薬分析で雨摘し

た人件費超過分が授産事業の収益性を必化せしめている。

本部会計

本部会計は、一般寄付収入会よび受取利息で本部会計の経費を賄っ

ているが、本部会計の財産が少なく、本部会計の在り方について検

討が必要である。
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計A 
ロ会計授産会計本部;ご 標準比率実際比率標準比率実際比率標準比率実際比率

125 128 率比定問金己むr" 
1..:1 

93 93 
セ念7
丘p比固定金-・....c 詰L'J 

‘二J

(補助金等引当金含)

82 77 82 77 率メ』、
日

‘ーャ

又」主兵q長固定

134 221 134 218 率比動流

98 162 100 159 

85 

率

措置人件貸対人件費率

(補助金人件費含)

比民兆一
ω
ω
}
t
N
品

85) 

118 事務~対措置費収入率

(115 ) (誠価償却費除)

97 対収入比率事務受

95 ) (減価償却質徐)

133 塁手~:!交対措置費収入率

107 事 ~r~ ~対収入率

6.5 5.5 授産事業固定資産回転率

340 72 従業員 1人当り月間生産高

23 74 生虫高対人件費率

20 生産高対作業員給料率

率貸」ー註外

195 (月)職員 1人当り平均人件費

( 21 3) (180 ) (給料)

( 123) 19 作業員 1人当り平均人件費{月)

(事5;VJUJ授産合計

|綬産事業固定資産回転率

木 工 洗 沼 縫 製 日] 届リ 言十

305 9.8 14.8 4.6 10.9 13.8 1.4 5.2 

従染員 1人当b月間生産高 103 608 95 209 29 464 63 372 

生産高対人件貸率 65 20 74 48 97 32 81 26 

授産職員 1人当り人件費伺) 180 188 83 171 162 

(給料) (166) (1 70 ) (1 73) (} 33) ( 76) (133 ) ( 158) ( 174) ( 149) (166 ) 

長~手職員 1 人当り人件費(月) 151 151 151 151 151 

作業員 1人当り人件費 23 L131117| 77 143 



5 )ケース V

健全性

自己基金画定比率が標準より低く、 1 0 0 %以下である ζとは長期

借入金の一部を運転資金に利用しているととを意味する。他自.流動

性は極端に良好となっている。この理由は特定寄付金による特定目

的支出の一部未実施(訴訟事件……住居明波事件、とれにかかわる

退械金)その他の理由に基づくもので、すなわち返営管理上の不始

末の整理年度であったとと、過年度の対外債務の弁済を再建の第一

方針として実施した。とのように特別な逆営方針に基づくものであ

り、とれらの特殊事情を除外して判断を行うと、健全性は良といえ

る。

福祉事業分析

法人収入のうち措置費等収入の占める割合は 7O. 8 ~であり、 ζの

うち措置費等人件費と支払人件費との割合は、 74婦(補助金人件

費含 72 % )と低く、かつ事務貸対収入率 87%、事業費対収入率

72%、 双方とも低く、すべての迷営が切りつめムードであるとと、

とれらの剰余が対外債務(支払手形、貿掛金、短期借入金)の弁済

陀充当され、結果的に財政上の健全性を維持したのである。

授産事業分析

授産事業収入は法人収入の 16.6 %を占め、調査法人のうちで一番

低い数値である。すなわち、他の絹査法人と呉なり重度授産単独。

施設であるととが、主たる原因と考えられる。その他とくに問題と

するととはない。

-25ー
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77¥〈ご 重度授産会計 J7¥¥ピ 重度授産会計

実際比率 標準比率 実際比率 標準比率

自 己基金固定比率 162 |事業費対措置費収入率 94 

自 己基金固定比率 102 230 事 業 資 対 収 入率 72 

(補助金等引当金含) 授産事業固定資産回転率 0.8 4.5 

固 定 長期 適 ぷロ』 率 87 102 従業員 1人当り月間生産高 18 455 

流 動 比 →.;ー7 1.164 124 生・産高対人件費率 51 29 

当 座 比 率 798 103 生産高対作業員給料率 51 

措置人件費対人件費率 74 外 註 工 賃 率 7 

(補助金人件費含) ( 72) 職員 1人当り平均人件費(月) 160 

事務費対措置費収入率 101 (給料} ( 150) (I 4 6) 

(波価償却費除) ( 91) 作業員 1人当り平均人件費(月) 9 

事務費対収入比率 87 (給料) 8) 

(減価償却費除) ( 78) 

N
J『
》
t
N
∞
》
t

〔事業別〕重度授産会計

印 昂リ JJn 工

従業員 1人当り月間生産高 60 564 6 334 

作業員 1人当り人件費(月) 18 7 

(給料) ( 13) 143 6) 138 



6 )ケース羽

健全性

固定資産適合率は法人全体で若干良いが、法人の自己基金の少いこ

とが目立っている。クース Iと似る傾向にある。すなわち流動性が

惑く、その上、授産事業固定資産回転率も極めて低い。との原因と

して閏定資産投資がこの数年集中的K行われたとと、授産事業がい

まだ活動期に入っていないととによる。健全性からいえば調査法人

のなかで一番悪いといえよう。

なお‘、長期借入金の償還補幼金が県より補助されている。

福祉事業分析

法人収入のうち措謹費等収入の占める割合は、福祉工場会計で 8.7 

%、授産会計で 7臥4q6あれ授産会計陀訟ける措置費人件費と支

払人件費の割合は 89-需(補助金人件費含 84%)である。授産会

計では事務費が収入を Z1 % (除減価償却9% )超過している。事

業費ではほぼ均衡である。福祉工場会計では、事務費の収入に対し

92 % (除減価償却費 48%)と大巾に超過している。

授産事業分析

授産事業収入は法人収入の授産会計で 26.3 q6、福祉工場会計で

8 5.7 %であるが、固定資産回転率が極めて低く、稼動率が充分で

ないととを示している。

本部会計

本部会計は、一般寄付金収入b よび受取利息で本部会計の経費を賄

っているが、本部会計の財産が少なく、本部会計の在 b方について

検討が必要である。

-29ー
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77¥〈ご 本部会計 福祉工場会計 授産会計 重度授産会計 合計

実際比率標準比率実際比率標準比率実際比率陳準比率隣比率慨比率実際比率標準民湾

自 己基金固定比率 515 

自己基金固定比率 153 220 130 220 155 220 165 220 

(補助金等引当金含)

固定長期 適合 率 106 102 95 102 100 102 110 102 

流 動 比 率 6 84 121 38 121 46 121 

当 座 比 率 52 100 25 100 30 100 

措置人件費対人件費率 89 

(補助金人件費含) 84 

事務費対措置費収入率 220 1"21 

(誠価償却費除) (169) (}09) 

事務費対収入比率 192 104 

(誠価償却費除) (148 ) ( 93) 

事業費対措置費収入率 111 

事業 費 対収 入 率 101 

授産事業固定資産回転率 0.6 5.1 0.5 5.1 0.6 5.1 

従業員 1人当 b月間生産高 200 352 24 352 115 352 

生窪高対人件費率 38 31 76 31 

生産高対作業員給料率 32 74 

外 註 工 賃 率 19 

販 7τK 5 費 比 率 7 9 

践員 1人当り平均人件費(月) 135 113 120 

(給料) (}25 ) Cl18) ( 98) (118 ) (106) (118 ) 

販売駿員 1人当り人件費伺) 131 

(給料) (115 ) (}07) 

託児所職員 1人当り人件費(月) 67 

作業員 1人当り平均人件費伺) 77 18 50 

(給料) ( 66) ( 18) ( 44) 

ω

回、f
ω
N



4. 計算書類

1 )計算書類の作成方法

調査法人の作成した計算書類を会計規則Kしたがい組替作正を行った。

組替修正を行った主なものはつぎのものである。

(1) 本部会計K所属している各施設の固定資産を各施設に紙替修正した。

たた、し、土地勘定は本部会計K所属せしめた。

(2) 長期借入金は、個々の借入れどとKその借入目的Kより会計年度末

残高を各施設K組替修正した。

(3) 会計年度初〈昭和 50年 4月1日)現在で所有する固定資産を取得

する際に補助された補助金、助成金の額を補助金等引当金〈会計規

則では固定資産圧縮引当金)として基金を成少せしめ固定資産とー

諸K各施設に組替修正した。

(4) 各施設に組替修正した嗣定資産台よび補助金等引当金について過年

度〈固定資産取得の時期より会計年度初K至る期間〉の減価償却費

の不足額詐よび補助金等引当金戻λ額(補助金等Kよb取得した資

産の耐周年数Kより算出された額)を繰越剰余金K加減した。

(5) 各施設K所属している固定資産Kついて補助金等の額がある場合は

い)~準じ、また、補助の額が無い場合でも減価償却費の不足額の取

扱は(4)~準じた。

(6) 措置寅未収入金、補助金未収入金、売掛金等は各施設K組替修正し

た。支払手形、買掛金、未払金等も同じ。

(7) 各科目は内容を検討の上、適切左科目 K組替修正した。

(8) 退職給与引当金、賞与引当金は諸規程を検討の上、引当すべき額を

繰越剰余金と当会計年度K区別して、それぞれに加減修正した。

-33ー



な台、当会計年度の引当金繰入額は引当金繰入額と表示した。

(9) 法人内部取引額が資産、負債に含まれているものはすべて他会計(

各施設会計勘定)VC組替修正した。

倒 収支勘定は、それぞれの内容を検討した上で振替修正を行い、でき

る限夕、福祉事業会計、事務費、事業費収支、授産事業会計、製造

原価、販売管理費、事業外収支、特別収支K区分したが、内容的K

は一部K合理的と考えられる方法Kより区分しである。

ω 固定資産の減価償却費、補助金等引当金戻入額は計算過不足をすべ
て修正した0

~ 資産、負債計上もれのうち、判明したものはすべて受け入れ修正を

行った。

(ll 福祉事業会計措置収入の人件費、管理費の上欄は民間施設給与改善

費である。

(l~ 計算書類は、同一方法、様式で作成し比較性を保つよう K配慮、した。

な台、授産事業K関しては、受注形態bよび作業員の従事形態がつ

ぎのよう K異在る

① 授産事業会計の仕事の流れ

受註元 外註先

授産会計 重度授産会計 i

福祉工九場

E 福祉工場 授産会合十

リハピ会計.

重度授産会計

E 授産会計 一
t 
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② 授産事業会計Kなける作業員の従事形態

作業所 作業員所属

授産会計 授産会計

重度授産会計

H 福祉工場 授産会計

重度授産会計

授産会計 福祉工場 l

重度授産会計

重度授産会計 授産会計

福祉工場

E 授産会計 授産会計

とれらの形態、を考慮して、売上高、加工収入、授産原価を組替修正

を行うことが妥当と考られるも、今回の調査では組替修正を行わ在

かった。
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2 )ケース I

hq  借 方 7子ミご 貸 方

本部会計 授産会計 リハピ会計 .g. 計 本部会計 授産会計 リハピ会計 1日L 言十

現 金 預 金 5.362 8.1 153 203 0.3 5.718 1.7 支 きム 手 形 15.695 8.4 15.695 4.7 

売 掛 金 31.593 16.9 78 0.1 31.671 9.6 買 掛 金 14.604 7.8 21 14.625 4.4 

措置費来収入金 324 0.2 756 1.0 1.080 0.3 未 払 金 70 8.168 4.4 2，845 3.7 11.083 3.3 

補助金来収入金 16 64 80 預 b 金 4.481 2.3 1，073 1.4 5，554 1.7 

原 材 料 2，930 1.6 2，930 0.9 仮 受 金 168 0.2 168 0.11 

貯 蔵 品 792 0.4 792 0.2 流動負債計 238 0.3 42，948 22.9 3.939 5.1 47，125 14.21 

仮 払 金 194 0.3 31 43 268 長期借入金 16.700 25.2 24.978 13.3 17，850 22.9 59.528 18.0 
--一一

流動貴重計 5.556 8.4 35.839 主9.1 1.144 1.4 42，539 12.8 負 債 ぷ日ゐ 計 16，938 25.5 67.926 36.2 21，789 28.0 106.653 32.2 

建 物 82，011 43.8 65.656 84.3 147.667 44.5 補助金等引当金 107，379 57.3 50.350 64.6 157.729 47.6 

構 築 物 基 金 55.267 83.3 o 110 0.1 55.377 16.7 

機 械 装 置 61.304 32.8 7，795 10.0 69，099 20.8 繰越剰余金 .c:.匙 454 60.7 1，850 1.0 ζb 39 1，357 0.4 

草稿運搬具 1，502 0.8 800 1.1 2，302 0.7 当期剰余金 6 5，386 68.1 1，864 1.0 6 3.327 ム4.3 6 6，849 2.1 

工具器具備品 3，289 1.7 2，447 3.1 5.736 1.7 基 金 iロh 百十 49，427 74.5 3.714 2.0 6 3.256 ム4.2 49.885 15.0 

土 地 40.139 60.5 40.139 12.1 

建設仮勘定 3.000 4.5 3.000 1.0 

有形固定資産計 43.139 65.0 148.106 79.1 76.698 98.5 267，943 80.8 

営 業 権 72 72 

電話加入梅 391 51 51 0.1 493 0.1 

出 資 金 20 20 

投資その他資産 3，200 1.7 3.200 1.0 

その他固定資産計 411 0.6 3.323 1.8 51 0.1 3.785 1.1 

固定資産合計 43.550 65.6 151，429 80.9 76，749 98.6 271，728 81.9 
ー
授 産 会 宮十 8，249 12.4 本 部 会 計 8，249 4.5 9，010 11.6 17，259 5.2 

"、 ピ会計 9，010 13.6 

他 会 計 17，259 26.0 17，259 5.3 他 会 宮十 8.249 4.5 9，010 11.6 17，259 5.2 

ぷ回h 宮十 66，365 100 187，268 100 77，893 100 331，526 100 合 富十 66，365 100 187，269 100 77，893. 100 331，5 2 6 100 
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収支計算表

~ご
本 部 会 針 授 産 会 計 J、 ピ会計 ぷロ』 自十

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

福祉事業収入 56，276 18.9 54，020 87.9 11 0，296 30.7 

事 務 費 36，527 12.3 39，477 64.2 76，004 21.2 

措 置 費 35，658 12.0 39，303 64.0 74，961 20.9 

補 助 金 125 79 0.1 204 

そ の 他 744 0.3 95 0.1 839 0.3 
-ー

事 業 費 19，749 6.6 14，543 23.7 34.292 9.6 I 

措 置 量を 19，398 6.5 14.448 23.5 33，846 9.4 

補 助 金

そ の 他 351 0.1 95 0.2 446 0.2 

授産事業収入 233，962 78.8 5，653 9.2 239，615 66.8 
. 

売上高加工収入 233.962 78.8 5，653 9.2 239，615 66.8 

補助金収入

そ の 他

事業外収入 420 100 247 0.1 191 0.3 858 0.2 

補助金収入

寄付金収入 22 22 

そ の 他 420 225 191 0.3 836 0.2 

特 別 収 入 6，554 2.2 1，576 2.6 8，130 2.3 

補助金等引当金艮入 6，554 1，576 2.6 8，130 2.3 

合 計 420 100 297.039 100 61.440 100 358.899 100 
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:--:-------:ご
本 部 会 計 授 産 会 計 "、 ピ会計 A回h 計

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

' 
福祉事業支出 63，020 21.2 55，721 90.7 118，741 33.1 

事 務 費 42，508 14.3 41，860 68.1 84，368 23.5 

人 件 費 34，823 11.7 32，551 53.0 67，374 18.8 

そ の 他 4.599 1.6 6，267 10.2 10，866 3.0 

法価償却費等 3，086 1.0 3，042 4.9 6，128 1.7 

事 業 費 20，512 6.9 13，861 22.6 34.373 9.6 

授産事業支出 231，458 77.9 8，537 13.9 239，995 66.9 

製 造 原 価 202，311 68.1 8，537 13.9 210，848 58.8 

材 料 費 73，902 24.9 353 0.6 74.255 20.7 

労 務 貸 80，458 27.1 4，320 7.0 84.778 23.6 

経 費 32，053 10.8 758 1.2 32，811 9.2 

波価償却費 15，898 5.3 3，106 5.1 19，004 5.3 

仕 控| 品

販売管理費 29，147 9.8 29，147 8.1 

人 件 費 18，003 6.1 18，003 5.0 

そ の イ由 9，586 3.2 9，586 2.7 

棋価償却費等 1，558 0.5 1，558 0.4 

事業外支出 531 126.4 697 0.2 509 0.8 1，737 0.4 

施設整備費

そ の 他 531 697 0.2 509 0.8 1，737 0.4 

特 }]IJ 支 出

補助金等引当金戻入

経 常 経 費 5，275 1，256.0 5.275 1.5 

合 計 5，806 1，382.4 295，175 99.3 64.767 105.4 365，748 101.9 

当 期 書面l 余 金 ~ 5，386 ~ 1，282.4 1，864 0.7 ~ 3，327 ~ 5.4 ~ 6，849 ~ 1.9 

差 ヲl 合 言十 420 100 297，039 100 61，440 100 358，899 100 
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福祉事業会計〈事務費)

~工三
授 産 合 計 ，、 ピ 会 計. 

金 額 構成比率 福祉事業構成比率 金 額 構成比率 福祉事業構成比率

措置費収入(事務費)

人 件 費 310.h36415 o 8a a 7 8 5Z 4.4 4 3K38? 84Z .7 8 

管 理 費 Z o 3138 9 05..5 9 30..6 6 Z91593 5 Z 5.5 5 14 .8 

寒冷地加算 918 2.5 1.6 1，1 4 7 2.9 2.1 

ボイラー技術士加算 428 1.2 0.8 463 1.2 0.9 

計 35，658 97.6 6 3.4 3 9，3 0 3 99.6 7 2. 7 

補助金収入

暖房費補助 1 25 0.4 0.2 7 9 O. 2 0.1 
ー

計 125 0.4 O. 2 7 9 O. 2 0.1 
ト_.

刺用者負担金(職員食費〉 744 2 1.3 9 5 O. 2 0.3 

合 計 3 6，527 100 64.9 39，477 100 7 3.1 
ー-'一

事 務 費

職 員 給 料 31，068 8 5. 1 5 5.2 2 9， 7 5 7 75.4 5 5.1 

その他給料 120 0.3 O. 2 120 0.3 0.2 

法定福利費 1，494 4. 1 2.7 1，37 7 3. 5 2.5 

厚 生 費 560 1.5 1.0 541 1.4 1.0 

退 職 金 737 2.0 1.3 663 1.7 1.2 

職 員 食 費 844 2.3 1.5 9 3 O. 2 0.3 

計 34.823 95.3 6 1.9 32， 551 8 2. 5 6 0.3 

入所者保険衛生費 379 1.0 O. 6 203 0.5 0.4 

水道光熱暖房費 210 0.6 0.4 2， 249 5. 7 4.2 

交際接待費 1，005 2.8 1.8 745 1.9 1.4 

修 繕 費 158 0.4 0.2 

その他経費 3.005 8.2 5.3 2， 9 1 2 7.4 5.4 

計 4，599 1 2. 6 8.2 6，26 7 1 5.9 1 1.6 

減価償却費 3.086 8. 4 5.4 3.042 7.7 

賞与引当金繰入 o 

退職給与引当金繰入 o 

計 3.086 8.4 5.4 3，042 7. 7 5. 6 

事務費合計 42， 508 1 1 6.3 75.5 41，860 1 0 6.1 77.5 
_..圃
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福祉事業会計〈事業費)

τコ¥下三二
措置費収入〈事業費〉

入所者食糧費

日常生活諸費

期末一時扶助

冬期加算額

計

刺用者負担金収入

事

一-

合 計

業 費

入所者食費

厚 生 費

訓練教材質

消 耗 品 費

水道光熱暖房費

修 繕 費

質 借 料

委 託 費

その他経費

事業費合計

福祉事業剰余金

注〉収

支

入

出

計

ift 

(除引当繰入〉

-ー

45-46 

金

トー-

L::. 

授

額

10，186 

7，405 

1 4 1 

1，666 

1 9，3 9 8 

351 

1 9. 7 4 9 

1 1.5 4 1 

1，544 

642 

928 

4.34-4-

848 

665 

20，512 

6，744 

56，276 

63， 020 

59，934 

産 会

構成比率

57.6 

37.5 

0.7 

8.4 

98.2 

1.8 

100 

5 8.4 

7.8 

3.3 

4.7 

2 2 

4.3 

3.4 

1 0 3. 9 

-------

計

福祉事業構成比率 金

1 8.1 

13.2 

O. 2 

3.0 

34.5 

0.6 

3 5. 1 

2 0.5 

2.7 

1.2 

1.6 

7.7 

1.5 

1.2 

36.4 

L::. 1 1.9 

額

8，302 

5，063 

114 

969 

14.448 

95 

1 4.5 4 3 

8，695 

633 

212 

1，516 

2，515 

235 

5 5 

13，861 

L::. 1，7 0 1 

5 4，0 20 

55.721 

52，679 

..、 ピ 会 言十

構成比率 福祉事業構成比率

57.1 15.4 

34.8 9.4 

0.8 0.1 

6.7 1.8 

99.4 26.7 

0.6 0.2 

100 26.9 

59.8 1 6.1 

4. 3 1.2 

1.5 0.4 

1 0.4 2.8 

1 7.3 4.7 

1.6 0.4 

0.4 0.1 
ーー

95.3 25.7 --------- ~‘ 

..-
3.2 



授産事業会計

|¥¥¥¥区分| 手産会計 リハピ会計
ー

科 目 、『¥¥¥¥  金額 構成比率 金 額 構成比率
ー

売上高加工収入 233，962 100 5，653 100 

売上原価加工原価 202，311 86.5 8，537 151.0 

売上総刻余金 31，651 13.5 ム2，884 ム 51.0

-ー--- ー一一一

版 売 管 理 ~ 

給 料 16，033 6.9 

法 定 福 罪リ 費 764 0.3 

厚 生 費 842 0.4 

退 職 金 364 0.1 
ー

言十 18，003 7.7 
-ー 一一

交 際 接 待 費 2，933 1.3 

燃 料 費 2，274 1.0 

旅 貸 交 通 貸 426 0.2 

f荷 耗 品 費 1，238 0.5 

通 信 費 757 0.3 

そ の 他 経 受 1，958 0.8 
ー.

計 9，586 4.1 

減 価 償 却 費 1，558 0.7 
ー一 ー+ー

販売管理費合計 29，147 12.5 。
授産事業剰余金 2，504 1.0 ム2，884

注)減価償却費

売上原価 15，898 3，106 

販売管理費 1，558 

言十 1 7，456 3，106 

-47ー



製造原価

¥科¥¥目¥¥¥区¥分、
印 届リ 縫

金 額 構成比率 金 額

主要材料費 5 1，1 5 2 26.3 

補助材料費 22， 166 1 1.4 584 

計 73，318 37.7 584 
.ー

作業員給料 32，596 16.7 4.830 

職業指導員給料 36，771 1 8.9 

法定福利費 2，930 1.5 95 

厚 生 費 1. 7 3 1 0.9 

退 職 金 1，453 0.8 1 7 

計 75.481 38.8 4.942 

外 註 工 質 21，197 10.9 

工場用消耗品質 3.021 1.6 90 

消耗工具備品費 2， 496 1.3 3 2 

燃 科 費 443 0.2 229 

水道光熱暖房費 2，010 1.0 138 

賃 借 料 1 8 0 

その他経費 1. 0 2 2 O. 5 1.1 9 5 

計 8.992 4. 6 1.864 

法価償却費 15.650 8 248 

メ日』 計 1 9 4.6 3 8 100 7，673 
' 

注〉売上高 2 26，8 6 5 7，097 

49"""'50 

製 授 産 会

構成比率 金 額

51.152 

22，750 

7.7 7 3.90 2 
司.

63.2 37.426 

36，771 

1.2 3，025 

1. 7 6 6 

O. 3 1，470 

64.7 8 0，4 5 6 

21，197 

1.2 3，1 1 1 

0.4 2， 528 

3.0 672 

1.8 2， 148 

2.4 180 

1 5.6 2， 2 1 7 

24.4 10，856 

3.2 1 5，8 9 8 

1 0 0 202， 311 

233.962 

計

構成比率

25.3 

1 1.2 

36.5 

1 8.5 

18.2 

1.5 

0.9 

0，7 

39.8 

1 0.5 

1.5 

1.2 

O. 3 

1.1 

O. 2 

1.1 

5.4 

7.9 

100 

，、

金 額

353 

353 

4.320 

4.320 

264 

4 5 4-

40 

758 

3， 1 0 6 

8，537 

5，6 5 3 

印刷 3，51 1 

縫製2， 1 4 2 

ピ会計

構成比率

4. 1 

4.1 
-一一
5 0.6 

5 0.6 

3. 1 

5.3 

0.5 

8.9 

36.4 

100 



本部会計事業外収支、特別収支

. 

コ~二
本 部 会 宮十 授 産 会 針 ノ、 ピ会計

--
金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

経 ~‘ 会 計

役職員給料 2， 380 

旅費交通費 1，2 1 0 

交際接待費 1，006 

会 議 費 241 

その他経費 438 

計 5，27 5 1，25 6 
ー

事業外収入

一般寄付金収入 2 2 8. 9 

その他収入

戸;1'.主- 取 芳U ，息 420 100 

雑 収 入 225 9 1.1 191 

計 4 20 100 225 9 1.1 191 100 

合 E十 420 1 0 0 247 100 1 9 1 100 

事業外支出

その他支出

支 払 来リ ，息 449 1 06.9 687 486 2 5 4.4 

雑 t員 8 2 1 9.5 1 0 23 1 2. 1 
.一ー

合 計 531 1 26.4 697 282.2 509 2 66.5 
.-

特 .8IJ 収 入

補助金等引当金戻入 6.55" 1 0 0 1.576 100 

当 期剰余金 6. 5，386 ------/J 1.864 J/----6. 3，327 ------------

51-52 



3 )ケース E

貸借対照表

|¥¥区分

|科目¥¥

現金預金

借

重度授産会計 祖祉工場会計

方

捺謹会計本部会計

3.3113，69314.8 1.9241 0.8 25，05413.0 6，641 

売 金μ
d
H
 

f:.4131 2.9 

5141 0.2 

2.100 1 0.9 

金

会

会

入

人

収

収

証

+
一
小
未

mMA
へ

民

片

山

邑

助

指

補

有

2，5331 1.1 

90， :;~0 110.7 

仕

原

貯

日

材

説

品

川

什

昂

2951 0.1 

1.11.31 0.4 

216 I 0.1 

2251 0.1 

2251 0.1 

7261 0.3 4501 0.1 未収入金

立替金

流動資産計 I1 1.. 5，5841 13.7 24，7 G 91 8.7 7，062 1 0，7 ~ 01 5.3 

連 !IW 1 54.555 6.41170.44'/184.01227.038179.41195.579 

構築物 1.51810.21 5，u5z1 2.til 30.1.41110.6129.273 

車蔚運指具 100 4.0 7 7 1 2. 0 1 1.1 7 0 1 0.4 

工具器具備品 3，12510.41 8.33514.11 2.44610.91 8.455 

土 地 13 0 6.~ 7 7 1 36.2 

，e. 
日

|¥¥区分

針 H4 目¥¥J 本部会計
3.0 I 短期借入金 117 0，0 C :> I 20.1 

tz?土工拐会計

貸 方

夜話会計 | 合 計

2 G71 0.31宗弘会 11 3，:5 5 61 2.i 1 2.:: 8 9 1州，JJ 1:~:~:: 11::: 
;:;:|::|記~刈子-4:心:::|1:;
90パ301 5.? 1長期借入金1'24..')，77'.I 2は l l l | | ! l h l 
? S 31 辺以給与引当金 4，';' 9 8 1 2.4 1 '7 0.1 1 C31 1 1 5，5つ21 0.4 

山 31 G.11固定負債計|2451741294 ム79JIμ7問|よ1-1 125L343C 

負債合計1415，'iI 51 49.21 10.8651 5.41 三38312|ruいじ|'13 ~， ù 4 31 ~ 7.G 
川 11 0.1112功金等引基金 e，360 I 0.31 3 5，~ 7 211 7.4/1 41.51 3い95113Z24216叶 3 J 9，3 Gγ1215 

2.9/ ::::ii:;;;:111l:;jl::;:111::1411;:!317::jif:: 

宜皮授定会計

47.327 

21弓

60.2841 ，!.21 基金合計14~3，ûí515o.0 !156.i32177.21139.CS51 48.51 77.'1361乙2.51 797.695150.6 

5，3471 0.3 

22，3 G 11 1.4 

306.4771 19.5 

有形固定資産計136広775143.2!187.91l1 92.61 261.095!91.31233.307197.0j1.048.088 ! 66.5 
電話加入梅 15 1 I 4 1 1 T----1 9 21 

同
一
協

和
一
畑
一

資
一
例

投
一
そ 41 

364.3001 23.1 

364.492123.1 

2141 0.1 

固定資産合計 1730.226186.31187.952192.61261.095191.31233.3071 97.011.412.580189.6 

福祉工場会計

擁護会計

他会計

n

3

n

L

-
唱

A

a
-
-
z
 

n『
M

O

D

-

守，

a

u

'

A

-

E

O

 

R

U

E

d

-

'

A

 

L

Z

一
4
・

2141 0.1 

計1845，8101100 1202，8691100 1285，864 11001240，583 110011.575，1261100 合

1:::l::: / 2，5181 1.1 
4.1871 0.3 

214 

4.401 1 0.3 

計 1845.810 11001202.869 1 1001 285.86411001240，5831 100 11.575.1261 100 1合

53-54 



収支計算表

7〉〈ご 本部会計 重度授産会計 福祉工場会計 療話会計 ライフセンター会計 Aιj E十

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

福祉事業収入 62，190 72.3 23，532 28.0 39，745 89.2 125，467 48.1 

事 務 賢 45，151 52.5 23，S 3 2 28.0 30，824 69.1 D9，507 38.1 

措 置 資 41，672 48.5 13，156 15.7 29，857 67.0 84，585 22.4 

補 助 金 3，110 3.8 5，643 6.7 436 1.0 9，189 3.5 

て の 他 369 0.2 4.733 5.6 531 1.1 5，633 2.2 

事 業 費 1 7，039 19.8 3，921 20.0 25.960 10 

一-
措 置 資 14.112 16.4 5.886 13.2 19.998 7.7 

補 助 金 868 1.0 124 0.3 992 0.4 

て の 他 2，059 2.4 2，911 6.5 4.970 1.9 

授産事業収入 15.396 17.9 57.467 68.6 72，863 27.9 

売上高加工収入 15.396 17.9 57.467 68.6 72.863 27.9 

補助金収入

て の 他

事業外収入 45.036 99.8 3，948 4.6 410 0.5 2，818 6.3 1.583 100 53，795 20.6 

補助金収入 3，000 6.6 698 0.8 2，100 4.7 5.798 2.2 

寄付金収入 1，956 4.3 2，222 2.6 311 0.4 604 1.4 1.563 98.7 6.656 2.6 

そ の イ由 40，080 89.9 1.028 1.2 99 0.1 114 0.2 20 1.3 41.341 15.8 

特 月1] 収 入 104 0.2 4，457 5.2 2，399 2.9 2，018 8，978 3.4 

補助金等引当金戻入 104 0.2 4.457 5.2 2，399 2.9 2，018 8，978 3.4 

合 計 45.140 100 85.991 100 83，808 100 44.581 100 1，583 100 261，103 100 

55.........56 



科---目』¥¥区¥、、
本部会計 重度授産会計 福祉工場会計 議題会計 ライフセンター会計 合 E十

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

福祉事業支出 56，930 66.2 26，018 31.1 45，636 102.4 128，584 49.2 
ーーーー

事 務 費 41，061 47.8 26，018 31.1 35，169 78.9 102，248 

人 件 費 31，830 37.0 18，855 22.5 24.461 54.9 75，146 28.8 

そ の 他 4.192 4.9 2，654 3.2 2，431 5.4 9，277 3.6 

法価償却資等 5，039 5.9 4，509 5.4 8，277 18.6 17，825 6.8 

事 業 費 15，869 18.4 10，467 23.5 

三司二三三E授産事業支出 19，433 22.6 41，910 50 
一一一一一
製 造 原 価 19，433 2之6 41，910 50 

材 料 費 481 0.6 6，787 8.1 7，268 2.8 

労 務 費 14.900 17.3 17，235 20.1.i 35，135 12.3 

経 費 1，561 1.8 14.691 17.5 16，252 6.2 

減価償却費 2，491 2.9 3，492 4.2 5，983 2.3 

仕 掛 品 ~‘ 595 ~‘ 0.4 L::. 295 ζ2‘ 0.1 
一一 -
事業外支出 23，736 52.6 23.736 9.1 

ぺご の 他 23，736 52.6 23，736 9.1 
. 

特 );Ij 支 出 20 62 0.1 1，035 1.2 851 1.9 1，968 0.8 
一ー

固定資産売却損 20 62 0.1 1，035 1.2 851 1.9 1，968 0.8 

経 常 経 費 5，776 12.8 2，332 147.3 8，108 3.1 
-一一

法価償却費 5，103 11.3 750 47.3 5，853 2.2 

そ の 他 673 1.5 1，582 100 2，255 0.9 
ー一

合 Bt 29，532 65.4 76，425 88.9 68，963 46，487 104.3 2，332 147.3 223，739 85.7 
ーー

当 期 剰 余 金 15，608 34.6 9，566 11.1 14，845 17.7 L::. 1，906 乙b‘ 4.3 ~‘ 749 L::. 47.3 37，364 14.3 

差 号l ぷ日h 計 45，140 I 100 85，991 100 83，808 100 44.581 100 1，583 100 261，103 I 100 

57--58 



1.福祉事業会計(事務費)

!ワ~二
.-. 

霊 度 授 産 会 計 f甚 祉 工 場 会 宮十 療 題 会 計

金 額 構成比率 福祉事業梢成比率 金 額 構成比率 福祉事業構成比率 金 額 構成比率 福祉事業構成比率

措置費収入〈事務費)

人 件 費 3~~~~ 851..2 4 593.1 8 216.j48058 1 874..6 1 637..5 6 

管 理 費 1.3397o 8 03..9 1 02..2 6 92o 8o 2 20..9 9 

寒冷地加算 797 1.8 1.3 416 1.4 1.0 

事務費補助 13，156 55.9 55.9 

計 41，672 92.4 67.0 13，156 55.9 55.9 29，857 96.9 75.1 
ーー ー一一一

補助金収入

職員処偶費補助 434 1.0 0.7 435 1.8 1.8 332 1.1 0.8 

維持管理費補助 248 0.5 0.4 254 1.1 1.1 104 0.3 0.3 

経 費 補 助 32 

経費負担金補助 2.396 5.3 3.9 

職業適応訓練費 4，954 21.1 21.1 

計 3，110 6.8 5.0 5，643 24.0 24.0 436 1.4 1.1 
-ーー

利用者負担金収入

入所者食費 2.235 9.5 9.5 

職 員 食 費 369 0.8 0.6 356 1.5 1.5 531 1.1 1.3 

宿舎利用料 2.142 9.1 9.1 

計 369 0.8 0.6 4，733 20.1 20.1 531 1.7 1.3 

合 2十 45，151 100 72.6 23.532 100 100 30，824 100 77.5 

事 務 費

職 員 給 料 25，964 57.5 41.7 15，296 65.0 65.0 23，790 77.1 59.9 

その他給料 120 0.3 0.2 

法定福剥費 2.021 4.5 3.2 871 3.7 3.7 459 1.5 1.1 

~ 9......60 



卜科¥目¥¥』¥区¥卦、一 ! 重 度 援 産 会 富十 ネE 祉 工 場 会 富十 療 謹 会 百十

金 額 構成比率 福祉事業構成比率 金 額 構成比率 福祉事業構成比率 金 額 構成比率 福祉事業構成比率
. ‘句、

ーー

厚 生 賢 277 0.6 0.4 21 0.1 0.1 118 0.4 0.3 

退 職 金 3，079 6.8 5.0 76 0.3 0.3 83 0.3 0.2 

職 員 食 費 369 0.8 0.6 356 1.5 1.5 11 

作業員食費 2，235 9.5 9.5 
--rーーーーー- . 

E十 31，830 70.5 51.1 18，855 80.1 80.1 24，461 79.3 61.5 

入所者保健衛生費 181 0.4 0.3 144 0.7 0.7 83 0.3 0.2 

水道光熱暖房費 430 1.0 0.7 310 1.3 1.3 414 1.3 1.0 

交際接待費 108 0.2 0.2 140 0.6 0.6 87 0.3 0.2 

修 繕 費 250 0.6 0.4 332 1.4 1.4 190 0.6 0.5 

委 託 費

その他経費 3，223 7.1 5.2 1，728 7.3 7.3 1，657 5.4 4.2 
_.. 

計 4，192 9.3 6.8 2，654 11.3 11.3 2，431 7.9 6.1 

棋価償却費 3，946 8.7 6.3 3.715 15.8 15.8 8，277 26.9 20.8 

退職給与引当金繰入 1.093 2.5 1.8 794 3.4 3.4 

計 5，039 11.2 8.1 4，509 19.2 19.2 8，277 26.9 20.8 

事務費合計 41，061 91.0 66.0 26，018 110.6 110.6 35.169 114.1 88.4 

2. 福祉事業会計(事業費)

「汗〈ご
重 度 授 産 会 富十 福 祉 工 場 会 言十 療 謹 会 計

金 額 構成比率

相祉ミ修業構1成Z903比率 I

金 額 構成比率 福祉事業構成比率 金 額 構成比率 福祉事業構成比率

|措置費収入(事業費)

入所者食糧資 7，654 45.0 2，983 33.4 7.6 

日常生活諸費 5.621 33.0 2，495 28.0 6.3 

61-62 



|¥λ¥之と 重 度 授 産 会 自十 福 祉 工 場 会計 療 霞 会 自十

一-
金 額 構成比率 福祉事業構成比率 金 額 構成比率 福祉事業構成比率 金 額 構成比率 福祉事業構成比率

期末扶助費 140 0.7 0.4 54 0.6 0.1 

冬期加算額 697 4.1 1.1 354 4.0 0.9 

計 14.112 82.8 22.7 5.886 660 14.9 

補助金収入

県処偶費補助 868 5.1 1.4 124 1.4 0.3 

利用者負担金収入 2.059 12.1 3.3 2，911 32.6 7.3 

fi 計 17.039 100 27.4 8.921 100 22.5 
一一
事 莱 費

入所者食費 10.009 58.7 16.1 6，931 77.7 17.4 

厚 生 費 240 1.4 0.4 53 0.6 0.1 

訓練教材費 184 1.1 0.3 60 0.7 0.1 

消 耗 品 費 1.036 6.1 1.7 620 6.9 1.6 

水道光熱暖房費 1，899 11.1 3.0 1.929 21.6 4.9 

修 館 費 9.0 2.5 

賃 借 料 390 2.3 0.6 

委 託 費

その他経費 569 3.3 0.9 874 9.8 2.2 

事業費合計 15.869 93.0 25.5 10.467 117.3 26.3 

福祉事業剰余金 ロ60し---------- 8.5 ，t;:，‘ 2，486 

------------
6 10.6 6 

ゑ891μ竺----- ζh 14.7 

注)収

支

入

出

計

計

62，190 23，532 39，745 

56，930 26.018 45.636 

〈除引当金繰入) 51.891 21.509 37，359 

63-64 



授産事業会計

. 
、“‘ーー

よ?とと
重度授産会計 福祉工場会計

金 額 構成比率 金 額 物成比率

売上高加収入 15，396 100 57，467 100 

売上原価加工原価 19，433 126.2 41，910 72.9 

売上総剰余金 ~ 4，037 26.2 15，557 27.1 ー-_.-

製造原価

¥科1¥~目一、 1¥区---¥分¥ 
重度授産会計 福祉工場会計

金 額 構成比率 金 額 構成比率

主要材料費 6.787 16.2 

補助材料費 481 2.5 
ーー-

言十 481 2.5 6.787 16.2 

作業員給料 14.900 76.7 1 7.202 41.0 

職業指導員給料

法定福利費

厚 生 費 33 0.1 

退 職 金
ーー←-

計- 14.900 76.7 17.235 41.1 

外 注 工 賃 114 0.6 12，632 30.1 

工場用消耗品費 113 0.6 11 0.3 

消耗工具備品費 40 0.2 102 0.3 

燃 料 費 598 1.4 

水道光熱暖房費 832 4.3 722 1.7 

賃 借 料 195 0.9 235 0.6 

その他経費 267 1.4 288 0.7 

言十 1.447 7.4 2，059 5.0 

減価償却費 2，491 12.8 3.492 8.3 

メロ』 言十 1 9，433 100 42，205 100.7 

期末仕掛品 0.7 

製 造 原 価 19.433 100 41.910 100 

-65-
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本部会計、事業外収支、特別収支

7〉ごこ 本 部 会 計 ライフセンター会計 重度設定会計 福祉工場合計 話 霞 全き E十

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 宮a 棺成比率 金 額 42成比率 金 額 42成比率

経 常 会 言t

役職員給料 750 1.7 397 25.0 

旅費交通貨 67 0.1 

交際接待費 838 1.9 

会 議 費 381 0.8 

その他経費 3.067 6.8 1.185 74.9 

E十 5.103 11.3 1.582 99.9 

法価償却費 673 1.5 750 47.4 
一

ぷ日h 計 5.776 12.8 2，332 147.3 

事業外収入

補助金収入

利子補助金 3.000 6.7 

施設整備補助 498 12.6 2.10 (i 74.5 

共同募金施設整備 200 5.1 

百十 3.000 6.7 698 17.7 2，100 74.5 

寄付金収入

一般寄付金収入 1.956 4.3 1.563 98.7 2，222 56.3 311 75.9 604 21.4 

その他収入

事 業 収 入 20 1.3 

戸~ 取 来リ ，息 39.797 88.4 818 20.7 83 20.2 50 1.8 

雑 収 入 283 0.6 210 5.3 16 3.9 64 2.3 

計 40.080 89 20 1.028 26.0 99 
241114iloo  zl  l 

，丘日h 宮十 45.036 100 1.583 100 3.948 100 410 100 2，818 
L一一一ーー

67-68 



------区
科目¥、ミL金
事業外支出

その他支出

支払利息

ライフセンター補助

本部会計

額 | 構成比率

ライフセンター会針

金 額 |構成比率

重度授産会計

金 額 | 揖成比率 市
中

計
一
比
一
成

会
一
一一構

Hm
一

J

J

-

i
 

工一祉一
額

福
一
一
金

療語会計

金 額 | 構成比率

入

一

損

金

良

一

却

:

金

一

除

タ

計

一

入

尚

一

出

師

剰

等

一

資

羽

収

金

一

支

定

J

助

一

国

当

別

補

一

別

特

特

22，173 

1，563 

49.2 

3.5 

4，457 100 2.399 2，018 100 100 

23，736 52.7 

62 13.9 1，035 43.1 851 42.2 

104 100 

20 19.2 

.608レ______1 .c. 749レ// 9，56 6 1 _____________ 
14.845シ-------，ム問6L-ーィ竺
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4 )クース E

貸借対照表

¥¥て 借 方 hごと 貸 方
ー

本部会計 授産会計 重度授産会計 福祉工場会計 都会福祉工場計 メ日:.. 百十 本部会計 授産会計 重度授産会計 福祉工場会計 都会福祉工場計 合 計

現金預金 8.823 83 15，554 17.5 6.297 3.7 1139 172 3.416 10.0 35.229 8;1 支払手形 407 407 0.1 

売 掛 金 3，147 3.5 929 05 1，818 27.5 25.807 75.9 31，701 7.8 民 荏i 金 149 0.1 7 15，699 15.855 3.9 

措置費未収入金 947 1.1 1，375 0.8 2，322 0.6 借 入 金 38，000 38，000 9.4 

補助金朱収入金 1，072 1.2 122 Il94 0.3 朱 払 金 5 7，242 82 3，605 2.1 960 145 3，088 14，900 3.7 

有価証券 20 20 未払費用 5，450 5，450 1.3 

仕 掛 品 40 58 0.9 98 預 b 金 9 285 0.3 74 46 104 518 0.1 

原 材 料 1，954 5.7 1，954 0.5 仮 戸JιL 金 336 03 336 

貯 蔵 品 132 0.1 583 1.7 715 02 流動負債計 350 0.3 7，676 8.6 3，679 2.1 1，013 15.3 62，748 184.5 75，466 13.6 

前払費用 175 02 35 69 1β 466 1.4 745 02 長期借入金 14，300 161 57ρ00 33.5 71，300 17.6 

貸 付 金 3.227 3.1 3.227 0.8 退職給与引当金 7，641 7.4 1，381 1.6 1，912 29.0 3.220 14154 35 

来収入金 301 0.3 213 71 02 16 537 固定負債計 7，641 7.4 15，681 17.7 57，000 33.5 1，912 29.0 3.220 9.5 85.454 21.1 

立 替 金 70 70 負債合計 7，991 7.6 23，357 26.3 60，679 35.6 2，925 44.3 65，968 19.4 lGO，920 39.7 

仮 払 金 60 60 補助金等・引当金 25，116 282 98，793 58.0 123.909 30.6 

流動資産計 12.295 11.6 21，308 24.0 8，936 5.2 3，091 45.8 32，242 94.8 17:87.2 192 以械整備引当金 10，414 ~Oβ 10..uJ! 2.6 

建 物 3，547 3.~ 60，914 63.6 152.548 89.6 2、.10736.4 219，415 54.1 入引所福当利厚生金 556 0.6 556 

32  構 策 物 引当金計 25，672 28.9 98，793 58.0 lC，114 30.6 134.879 

機械装置 662 0.8 U81 2.6 303 4.6 728 21 6，174 1.5 基 金 39ρ46 84.3 30，515 34.4 15β38 93 2，500 37.8 137.899 34.0 
ζ::.. 

車明運搬具 933 0.9 1.984 2.2 577 03 731 11.1 608 1.8 4.833 12 繰越剰余金 5，434 5.1 e. 1，429 4込，1.6ム11，470会6.7 ム 3091e.4.7 ム.tl，620342 ム19，394ム4.8

乙h e. 
工具器具備品 1，259 1.2 2，914 3.3 3，406 2.0 75 1.1 428 1.3 8，C82 2.0 当期剰余金 3.Z10 3.0 6，530 7.3 395 02 61，878 28.4 ふ30，75690 .. i .d22，490 ~.6 

土 地 15，479 14.6 15，479 3.8 基 金 宮十 97，690 92.4 35，616 401 4，763 28 313 41 会42，376124.6 96ρ06 23.6 

有形固定資産計 21.218 2011 66，474 74.9 1ω12194.51 3.5161532 1，764 52 253，984 62.6 

71--72 



kごと 借 方 「¥区分 貸 方

本部会計 授産会計 重度授産会計 福祉工場会計 都会福祉工場計 合 計 科目¥¥ 本部会計 授産会計 重度授産会計 福祉工場会計 都会福祉工場計 ぷ凪h 官十

水道利用権 244 244 

電話加入棺 58 147 205 

投資有価柾券 59.500 563 59，500 14.7 

その倒諒器韻醤十 59.500 563 58 391 0.3 59，949 14.8 
一-
固定資産合計 80，718 76.4 66，532 74.9 161，403 948 3，516 532 1，764 5.2 313，933 77.4 

授産会計 4132 3.9 4132 1.0 本部会計 4132 6，000 2.536 38.4 12.668 3.1 

5.7 104 0.2 6104 1.5 授産会計 104 833 12.6 937 0.2 

福祉工場会計 2.536 2.4 833 0.9 3，369 0.9 

他会計 12，66812D 937 1.1 13，605 3.4 他 会 自十 4132 4.7 6.104 3.6 3.369 51.0 13，605 3.4 
. 

合 計 105.631100 88，777 100 170，339 100 6，607 100 34.006 100 405，410 100 合 計 105.681 100 S8，777 1100 170，3391100 6，60711001 34.006! 1001 405.410 100 

73--74 



収支計算表

¥¥¥とこ 本部会計 授産会計 重度授産会計 福祉工場合計 都福祉工場会計 合

結成比率J金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額

福祉事業収入 45，099 56.7 50，7 <1 6 75.6 21，067 16.9 116，912 38.5 

事 務 費 32，067 40.3 38，351 57.1 16，116 12.9 s 6，5 3 4 28.5 I 

措 置 費 29，523 37.0 37，625 56.0 13，156 10.5 80，30-1 Z6.4 

1m 渇 助 ~ 602 0.8 1 一 2.960 2.4 3.563 

そ の 他 1，942 2.5 725 1.1 2，667 0.9 

事1 業 費 13，032 16.4 12，395 18，5 4，957 4.0 30，384 10.0 I 

措 置 費 11，026 13.9 9，364 13.9 20，390 6.7 

補 助 金 1，166 1.5 1.1 00 1.7 2，266 

そ の 他 840 1.0 1，931 2.9 4，957 4.0 7.728 2.6 

授産事業収入 24，621 31.0 11，697 17.4 20，750 96.2 100，665 80.7 157，733 51.9 

売上高加工収入 19，546 24.6 6，743 10.0 20，418 94.7 94.209 75.7 1. 41.216 46.5 

補助金収入 3，715 4.7 4，954 7.4 6，156 5.0 14.825 4.9 

そ の 他 1，360 1.7 332 1.5 1，6 9 2 0.5 

事業外収入 6，610 62.6 9，076 11.4 2，962 4.4 6-19 3.0 1，431 1.1 20.728 6.8 

補助金収入 4.107 5.2 33 4.140 1.4 

寄付金収入 640 6.1 3，648 4.6 え674 4.0 115 0.5 53 7，130 2.3 

そ ~ 他 5，970 56.5 1，32 ! 1.6 288 0.4 534 2.5 1，345 1.0 9，458 3.1 

特 月リ 収 入 1，342 12.7 739 0.9 1，761 こ6 171 0.8 1，638 1.3 5，551 1.9 

補助金等引当金戻入 739 0.9 1，761 2.6 2，500 0.8 

来執行引当金戻入 1，638 1.3 1，638 0.5 

固定資産売却益 1，342 12.7 171 0.8 1，513 0.4 

事 事 収 入 2，607 24.7 2，607 0.9 

ぷ日L 百十 10.559 100 79，535 100 67，166 100 21，570 100 124.801 100 303.631 100 

福祉事業支出 45，479 57.2 55，只63 82.7 2 6.7 ~ 7 21.5 127，779 42.1 

事 務 費 32，606 41.0 43.217 64.3 21，048 16.9 96.871 31.9 

人 件 費 27，131 33，581 50.0 16，J!.33 13.2 77，145 I 25.4 

75-76 



T7¥土工 本部会計 授産会計 重度授産会計 福祉工場会計 都福祉工場会計 iロh Z十

金 額 | 構成比率 金 額 金 額 橋広比:事 金 額 お成比率 ~ 額 治成比率 Aエz陶 額 椋成比率

そ の 他 え713 4，104 6.1 3，136 2.5 9，953 3.3 

減価償却費等 2，762 5，532 u.2 1，479 1.2 9.773 3.2 

事 業 費 12，873 16.2 12，345 13.3 5.689 4.6 30.903 10.2 

授産事業支出 23，548 29.6 11，208 16.7 22，981 106.5 128.707 103.1 1 g 6，444 51.4 

製 造 原 価 23，548 29.6 11.::03 16.7 19，32o 49 3 90.6 128，707 103.1 183，015 60.3 

材 料 費 93 0.1 15 2O 49 6 1.1 25，723 20.6 26.0 S G 

労 務 質 12.349 15.5 9，395 14.0 14，641 G 7.9 63，126 50.6 99，511 32.3 

経 賀 10，388 13.1 911 1.4 3，700 17.2 32，262 25.9 47，261 15.6 

成価償却費 720 0.9 887 1.3 943 4.4 7，596 6.0 10，146 3.3 

仕 発| ロEロ3 ~ 2 13 11 

販売管理費 3，429 15.9 3..129 1.1 

人 件 費 2，931 13.6 2，~31 1.0 

そ の 他 498 2.3 498 0.1 

蹴価償却費等

事業外支出 930 8.8 1，362 1.7 122 0.6 0.1 2，527 0.8 

施設整備費 563 0.7 563 0.2 

そ の 他 930 8.8 799 1.0 122 0.6 113 0.1 1，9 G 4 0.6 
ー 一-

特 月リ 支 出 2.616 3.3 1.6 2，9 O 1 1.0 

補助金等引当金繰入 2，350 3.0 2，350 0.8 

固定資産売却損 266 0.3 345 1.6 {il1 0.2 

経 常 経 費 6.419 60.8 6，419 2.1 

事業収入原価 1，241 11.8 1，241 0.4 

五圭 常 経 費 4.631 43.8 4，631 1.5 

減価償却費 547 5.2 547 0.2 

1日h 百十 7，349 69.6 73，005 66，771 99.4 23，448 108.7 155，557 124.6 326.130 107.4 

当 期 東j 余 金 3.210 30.4 6，530 :3 95 0.6 ム 1，378 ζ与 8.7 ム30，756 24.6 ム 22，499 A 7.4 

差 ヲi ムi:i 計 10.559 100 79，535 100 67.16 O 100 21，570 100 124，801 100 303.631 100 

77-78 



福祉事業会計(事務費)

7子¥とL 授 産 会 計 重 度 授 産 会 E十 都福祉工場会計

金 額 構成比率 構福成祉比事業率 金 額 構成比率 構福成祉事比業率 金 額 構成比率 福構成祉比事率業

措置費収入(事務費〉

人 件 費 2Z4.34155 3 767..3 2 545..2 1 3Z1.46525 4 816..9 9 651..9 2 

管 理 費 11i.60599 6 53..2 4 Z3.7 5 121i4403 3 42..2 9 

事務費補助 13.156 81.6 62.4 

計 29.523 92.1 65.5 37.625 98.1 74.2 13.156 81.6 62.4 

補助金収入

施設経営調整費 600 1.9 

運 営 補 助 1.3 2，480 15.4 11.8 

期末援助補助 480 3.0 2.3 

結接人予防補助 2 1 

宮十 602 1.9 1.3 1 2，960 18.4 14.1 

一一一-
利用者負担金収入 1.942 6.0 4.3 725 1.9 1.4 

合 E十 32，067 100 71.1 38.351 100 75.6 16.116 100 76.5 

事 務 費

職 員 給 料 22.413 69.9 49.7 29.724 77.5 58.6 15.128 93.0 71.8 

その他給料 1.027 3.2 2.3 1.023 2.7 2.0 160 0.9 0.8 

法定福利貴 1.038 3.2 2.3 1.476 3.8 2.9 1，018 6.3 4.8 

厚 生 費 104 0.3 0.2 165 0.5 0.3 60 0.4 0.3 

退 職 金 607 1.9 1.3 468 1.2 0.9 67 0.4 0.3 

職 員 食 費 1.942 6.1 4.3 725 1.9 1.4 

計 27，131 84.6 60.1 33.581 87.6 66.1 16，433 101.9 78.0 
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Tト二三 授 産 会 計 重 度 授 産 会 計

金 額 構成比率 構福成祉比事率業 金 額 構成比率 構福成祉比事率業 金 額 構成比率 構福祉成品比率業

入所者保健衛生質 132 0.4 0.3 183 0.5 0.4 

水道光熱暖房費 122 0.4 0.3 403 1.1 0.8 

交際接待費 78 0.3 0.1 48 0.1 0.1 

修 結 費 326 1.0 0.7 681 1.8 1.3 

委 託 費 218 0.7 0.5 1.285 3.3 2.5 2，232 13.8 10.6 

その他経費 1.837 5.7 4.1 1.504 3.9 3.0 904 5.7 4.3 

Et 2，713 8.5 6.0 4，104 10.7 8.1 3，136 19.5 14.9 

滅価償却費 2，466 7.7 5.5 5.532 14.4 10.9 23 0.2 0.1 

退職給与引当金繰入 296 0.9 0.7 1，456 9.0 6.9 

1it 2，762 8.6 6.2 5，532 14.4 10.9 1，479 9.2 7.0 

メ日』 gt 32.606 101.7 72.3 43，217 :'12. 7 85.2 21.048 130.6 99.9 

福祉事業会計(事業費)

~こ
授 産 会 富十 重 度 授 産 会 計 都福祉工場会計

金 額 構成比率 福構成祉比事率業 金 額 構成比率 構福成祉比事率業 金 額 構成比率 福構成祉事比率業

措置費収入(事業費)

入所者食糧費 6.354 14.1 4，756 38.4 9.4 

日常生活諸費 4，408 9.8 4，351 35.1 8.6 

期末一時扶助 89 0.2 72 0.5 0.1 

冬期加算額 175 0.4 185 1.5 0.4 

計 11.027 84.6 24.5 9.364 75.5 18.5 

81........82 



二す一区分
¥¥  

補助金収入

日常生活費補助

就職仕度金

百十

利用者負担金収入

食 費

宿 合 費

百十

-ft 言十

事 業 費

入所者食費

厚 生 費

消 耗 品 費

水道光熱暖房費

修 結 費

委 託 費

その他経費

事業費合計

福祉事業剰余金

注)収

支

入

出

計

計

(除引当金繰入)

83--84 

ー

投 産 会 計

金 額 構成比率 構福成祉比卒業率

1，141 2.5 

25 0.1 

1，1 S 6 8.9 2.6 

840 1.9 

840 6.5 1.9 

13，032 100 28.9 

7，717 59.2 17.1 

1，387 10.6 3.9 

614 4.7 1.4 

2，199 16.9 4.9 

222 1.7 0.5 

692 5.3 1.5 

42 0.4 0.1 

12，873 98.8 28.5 

A 380 どイイ ζ2‘ 0.8 

45，099 

45，479 

42，717 

重 度 授 運 ~、 計 都 1iil社工場合計

金 構成比率 | 椋日成社比事率業 会 主貝 的成比率 1福CJ.}.祉戎比h率業 I 

1，100 8.9 2.2 

1，100 8.9 2.2 

1，931 15.6 3.8 3，642 73.6 17.3 

1，309 26.4 6.2 

1，931 15.6 3.8 4，951 100 23.5 
一ー

12，395 100 24.4 4，951 100 23.5 

7，181 57.9 14.2 3，670 74.1 17.4 

817 6.6 1.6 

872 7.0 1.7 130 2.6 0.6 

2，153 17.4 4.2 1，504 30.4 7.1 

121 1.0 0.1 204 4.1 1.0 

1，170 9.4 2.3 153 3.1 0.7 

32 0.3 0.2 28 0.6 0.2 

12，346 99.6 
一z4EK351 4〉一 5，689 114.9 27.0 

A 4，817 

---------
ム 5，670

--------A 26.9 

50，746 21，067 

55，563 26，737 

50，031 25，258 



授産事業会計

~土
司

売 上高加工収入

補助金収入

雇用補助金

職業訓練委託費

事業運営補助

富十

福祉工場費用負担金

iロ~ 計

売上原価加工原価

売上総剰余金

販売管理費

給 料

法定福利費

厚 生 費

計

交際接待費

消 耗 品 費

通 信 費

その他経費

E十

販売管理費会計

授産事業剰余金

注) 減価償却費

退職給与引当金繰入

機械整備引当金繰入

計

85-86 

授 産 会 計

金 額 構成比率 金

1 9，5 4 6 7 9.4 

3， 7 1 5 1 5.1 

3，7 1 5 1 5.1 

1，360 5.5 

24，6 2 1 100 

23，548 95.6 

1，073 4.4 

1，073 4. 4 

720 

720 

重度授産会計

額 構成比率

6，743 57.6 

4，95 4 

4，954 4 2. 4 

1 1，6 9 7 1 0 0 

1 1，208 9 5. 8 

489 4.2 

489 4.2 

887 

887 

福祉工場会計

金 額

20.43318 2 

2 0，7 5 0 

19，32o 43 9 

1， 1 9 8 

2， 7 9 6 

105 

3 0 

2，93 1 

8 5 

1 6 

174 

223 

498 

3，429 

6. 2，231 

240 

703 

943 

構成比率

100 

100 

94.2 

5.8 

1 3.5 

0，5 

0.1 

1 4. 1 

0.4 

0.1 

O. 8 

1.1 

2.4 

1 6.5 

6. 1 0.7 

都福祉工場会計

金 額

94，509 

1，3 6 8 

4，788 

6，1 5 6 

1 0 0，6 6 5 

1 2 8，7 0 7 

ム 28，042

ム 28，042

103 

7，49 3 

7，596 

構成比率

93.9 

1.3 

4.8 

6.1 

100 

127.9 

~与 7.9 

乙~ 7.9 
ー



製造原価

77¥〈三 授 産 会 宮十 重度授産会計 福祉工場会計 都福祉工場会計

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

主要材料費 2 5，7 2 3 2 0.0 

補助材料費 9 3 O. 4 1 5 O. 1 4 6 O. 2 

百十 9 3 0.4 1 5 0.1 4 6 0.2 25，723 2 0.0 

作業品給料 7，248 3 0.9 4.354 38.9 13，088 6 7.7 3 6，0 9 8 28.0 

職業指導員給料 4.696 1 9.9 4.64 1 4 1. 4 2 1，7 1 6 1 6.9 

法定福利費 268 11 296 2.6 1，0 2 6 5.3 3，78 5 2.9 

厚 生 質 3 4 0.1 27 O. 2 407 2.1 1.392 1.1 

退 職 金 103 O. 4 7 7 O. 7 120 O. 6 135 O. 1 

計 12， 349 5 2. 4 9，395 83.8 1 4.6 4 1 7 5. 7 63，126 49.0 

外 註 エ 賃 7，819 3 3.2 2， 6 3 1 1 3. 6 19，524 1 5.2 

工場消耗品費 121 0.5 3 0 0.3 150 0.8 1，353 1.0 

消耗工具備品質 369 1.6 8 0 O. 7 6 4 0.3 510 O. 4 

燃 料 費 290 1.2 275 1.4 876 O. 7 

水道光熱暖房費 716 3.0 4 9 1 4.4 284 1.5 3，1 3 4 2.4 

賃 借 料 4 8 0.2 5 1 0 0.4 

その他経費 1，025 4.4 310 2. 8 296 1.5 6，455 5.0 

百十 2， 569 1 0.9 9 1 1 8.2 1，0 6 9 5.5 12，738 9. 9 

波価償却費 720 3.1 887 7.9 240 1.3 1 0 3 O. 1 

退職給与引当金繰入 703 3.6 

機械整備引当金繰入 7，493 5.8 

計 720 3.1 887 7.9 943 4.9 7，59 6 5.9 
.. 

i日h‘ 富十 23， 550 100 11，208 100 19，330 9 9.9 128，707 1 0 0 

期首仕掛品 3 8 O. 1 7 1 0.4 

針 23，588 100.1 1 1，20 8 100 1 9，40 1 100.3 128，707 100 

期末仕掛品 4 0 O. 1 5 8 0.3 

製 造 原 価 23，548 100 1 1.208 1 0 0 1 9，3 4 3 100 128，707 100 

87.......88 



本部会計事英外収支特別収支

7〉〈f 本 部 会 計 授 産 会 計 重度授産会計 福祉工場会計 都福祉工場会計

金 額 構成比率 金 額 構成比率 ~ 、 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率科目

事 業 収 入 2，607 100 

事業収入原価 1，241 47.6 
ー

事業剰余金 1，366 52.4 
-ー.

経 常 経 費

給 料 2，358 90.4 

法定福利費 198 7.6 

厚 生 貨 39 1.7 

旅費受通貨 735 28.6 

交際接待費 102 3.9 

会 訟 費 192 7.4 

その他経費 1，007 38.6 

計 4，631 177.6 
一一

説価償却費 488 18.7 

退職給与引当金繰入 59 2.3 

計 547 21.0 --
合 計 d 5，178 d 198.6 

事業外収入

補助金収入

利子補給補助 224 2.5 

施設整備補助 3，883 42.8 

雇用契励金 33 

計 4，107 45.3 33 2.3 
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7〉 ¥LL| 本

授産会計 重度授産会計 福祉工場会計 都福祉工場会計

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

寄付金収入

特定寄付金収入 2，300 25.3 

一般寄付金収入 640 9.7 1，348 14.9 2，674 90.3 115 17.7 53 3.7 

計 640 9.7 3，648 40.2 2，674 90.3 115 17.7 53 3.7 

その他収入

受 取 芳リ ，息 5，646 85.4 293 3.2 79 2.6 66 10.2 201 14.1 

雑 収 入 324 4.9 1，028 11.3 209 7.1 468 72.1 1，144 79.9 

百十 5，970 90.3 1，321 14.5 288 9.7 534 82.3 1，345 94.0 

ぷ日ゐ 計 6，610 100 9，076 100 2，962 100 649 100 100 

事英外支出

支 払 来日 ，息 365 4.0 122 113 

雑 損 434 4.8 

施設整備費 563 6.2 

各施設補助 930 14.1 

宮十 930 14.1 1，362 15.0 122 113 

特 }JIJ 収 入

補助金等引当金戻入 739 100 1，761 100 

来執行引当金戻入 1，638 100 

固定資産売却益 1，342 100 171 100 

計 1，342 100 739 100 1，761 100 171 100 1，638 100 

特 }JIJ 支 出

補助金等引当金繰入 2，350 317.9 

固定資産売却損 266 36.0 345 201.8 

計 2，616 353.9 345 201.8 

当期剰余金 3，210 6，530 395 .6 1，878 ム30，756
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5 )クース W

貸借対照表

「|科¥¥目¥¥¥区¥¥分

句、、、

借 方 ¥--¥ー、、.、 区分 貸 方

本部会計 授産会計 合 計 科目 ¥』¥¥¥¥ 本部会計 授産会計 1ロh 計

現 金 預 金 300 64.5 3.980 8.7 4，280 9.3 支 払 手 形 357 0.8 

~ 取 子 形 150 0.3 150 0.3 買 掛 金 乙712 5.9 2，712 5.8 

売 華| 金 12，569 27.6 12，569 27.3 河.ふ電. 払 金 1.937 4.3 1.937 4.2 

措置費未収入金 1，614 3.5 1，614 3.5 来 払 費 用 4，731 10.3 4，731 10.3 

補助金宋収入金 1.406 3.1 1.406 3.1 預 b 金 767 1.7 767 1.7 
トーー

有 価 証 券 305 0.7 305 0.7 流動負債計 10.504 23.0 10，504 22.8 

製 ロEロ2 259 0.6 259 0.6 長期借入金 5，000 11.0 

仕 接i 品 800 1.8 800 1.8 退職給与引当金 5，451 12.0 5，451 1 

原 材 料 1.256 2.8 1，256 2.7 固定負債計 10.451 23.0 10，451 I 2 

貯 蔵 品 601 1.3 601 1.3 負 債 三ロh 言十 20，955 46.0 20，955 I 4 

流動資産計 300 64.5 22，940 50.4 23，240 50.6 補助金等引当金 6，760 14.9 6，760 I 1 

建 物 1.228 2.7 1，228 2.7 基 金 300 64.5 18，390 40.4 18，690 40.6 

機 械 装 置 17，587 38.6 17.587 38.3 施設整備積立金 3.950 8.7 3.950 8.6 

草稿運搬具 1.829 4.0 1.829 3.9 災害見舞積立金 772 1.7 772 1.7 

工具器具備品 1.803 4.0 1，803 3.9 繰越剰余金 3，143 6.9 3.143 6.9 

有形固定資産計 22，447 49.3 22，447 48.8 当期剰余金 165 35.5 ム 8，628 ム19.0 o 8，463 ム 18.4

電話加入権 120 0.3 120 0.2 基 金 1日h 自十 465 100 17，627 38.7 18.093 39.4 
ー

その他固定資産計 120 0.3 120 0.2 

固定資産合計 22，567 49.6 22，567 49.1 

授 産 会 宮十 165 35.5 165 0.3 本 部 会 計 165 0.4 165 0.3 

他 会 計 165 35.5 165 0.3 他 会 言十 165 0.4 165 0.3 
. 

ぷ日』 言十 4 65 100_1__ 45，5~!L100_1 45.972 100 ぷE』2 計 465 100 45，507 100 45.972 100 
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収支計算書

補助金等引当金戻入

ム
ロ

福祉事業支出

|一事務質

人件貸

その他

滅価償却費等

1，377 

665 0.3 

2 11，1 7 5 I 1 0 0 

8 3.7 9 7 I 3 9.7 

5 6，4 8 5 I 2 6.7 

47，474 I ' 22.5 

7，8881 3.7 

0.5 11231 0~J 
-9::'ー



減価償却貨

仕掛品

i 41-ait-:] 
その他

j一回言J1 合 !-~tl

仁7.3721唱 221構吋

2. 7 I 5，772 2.7 

.c:.. 0.3 Iム 800 0.3 

0.1 I 169 0.1 

0.1 

14;LdJ-卜十三:: 3.6 

間定資産売却損

経常経貨 1 

1 ・
合 官十|了

当期剰余'金

一一三.'51合否|

1，212 88 

1.212 88 218，426 

16t'¥ 12 Iム md .L::;.: ~4.0 

1，3 {ri! 100↓20仰 8I 100 211，17-5l jfLj 

-96ー
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福祉事莱会計(事務質)

事 貨

計上 58，竺9 100 69.6 
一一一一一一

7 2.4 5 0.4 

メ~
ロ

務

職員給料

その他給料

法定福利償

厚 生 資

退 戦 金

，1隊員食貨

42， 221 

0.2 O~ 2 

2，489 . 4. 3 3.0 

9 1 3 1.6 1.1 

1，7 1 ;1， 11. 2. 9 2.0 

4 7，4 7 4 8 1. 4 。・，・1 5 6. 7 
~ ! 

001.74 21  -

0.5 
'" 、

7 1 6 0.8 

2 1 5 O. 2 

言十 :. 1， 
一一一一一一一-一一一一ムー→ム
λ所者保健衛生費 l 
水道光熱暖房貨 | 

交際接待費

修繕費

その他経費

入
一
繰
一

費

金

一

計

却

凶

一

合

ヨ
ヲ
一

計
一
一
償
与
一
計
一
費

一

個

陥

一

一

務

滅

退

一

事 qJV

一
R
d

q
L

一
oo

'

A

-

8
唖

，
H

'

 

唱

A

-

F

O
F
h
d
 

1.9 

9 6.8 

1.4 

67.5 
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福祉事業会計(事業費)

i Jよ¥¥三?i-J-5竺下長ょっ主主ぷ函
措置費収入(事業費)

入所者食樹貸

日常生活諸

劫末時扶

冬期加算額

lJd工一一
! 生活費補助

|利用者負担金収入

A 計

.事業:費

入所者食費

厚生費

消耗品費

水道光熱暖房費

修繕資

委託費

その他経'費

1 1，0 5 0 4 3.4 

2 5，4 38 

55.3 

4. 7 

100 

福祉事業剰余金

注)収入計

支出計

〈除引当金繰入)

1 4，0 6 1 

1，i195 

3，'706 1 4.6 

2， 3 7 2 I 9.3 

1，'4 t 6 5.6 

1，67 2 I 6.6 

2，8 '9'0 '1 1 1.3 

27，-3'1 2 

，6 60 '-__  //1 

83，737 

8 3， 7 9 7 

82， 674 

-98ー
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授産事業会計

石下一一一一一主7f 金 額 構成比率

売上高加工収入 112， 741 95.8 

補助金収入

雇用補助金 4.954 4.2 

計 1 1 7.6 9 5 100 

売上原価加工原価 1 2 6，9 1 6 1 0 7.8 

売上総剰余金 ~‘ 9，221 ~匙 7.8 

製造原価

る百一一一一一一一主主| 木

主要材料費 14.218

補助材料費!

計|

31.9 

計工

14.218 

洗 ー
」
州
|
一

調

1，512 I 

31.911，512 

15.31 7，424 

18.950 

19.1 

48.9 

2.9 

作業員給料

職業指導員給料

法定福利費

厚生費

計

外註工賃

工場消耗品質

消耗工具備品質

燃料費

水道光熱暖房費

賃借料

その他経費

計

波価償却費

退職給与引当金操入

計

合 計

期末仕掛品

製造原価

8

5

 

h

弘

之

d
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1

1

 

2

0
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q
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句。

8
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A
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一
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一
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一
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川
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=
b
-
2
 

a
a
a
a
a
a
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n
a
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1，561 

211 

550 

cd-
守

a
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u
-

n
u
-
唱

A
一'
A
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唱

A
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n
u
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一
一
1

一

AQ--

o
-
o
一5
-
o
-
5

0
-
5
-
1
-
a
o
-
-

2
亨
e
-
4
-
8
-
6

-

E

d

-

-

a品百

一8噌
-

-

4

唾A-

注)売 上 高 4 1，21 8 

99-100 

3.9 

1.119 

466 

27，959 

1.2 

72.1 

マト吉

宗七三

38，773 1100 

38，018 

縫製

70 

70 

4.838 

6.599 

355 

253 

12，045 82.5 

14宗十日子
14.598 I 100 

12，211 

印 .¥PQ 

-
1
 

R
U
 司，qo 

1.7 
引z:
M47 I 4.3 

339 I 1.2 

635 I 2.2 

3，0引 10.7

28，930 1 100 

2 1，2 9 4 

官

A
n
u
-
'
L
-
0
0

£
U
司

'
q
h

一円。

9

7

一6
一6
1

9

0

一8

4

一5
τ
b
5
2
5
-
8

，
.
，
.
，
，
，
，
 
.• 

9

-

9

丈

6
5
3
1
-
3

1

1

一2
5

8

15.3 

0.1 
r-一一ーーー
15.4 

18.6 

43.7 

2.6. 

1.2 

66.1 

2，932 I 2.3 
964 I 0.8 

954 I 0.8 

2，713 I 2.1 

3，915 I 3.1 

1，518 I 1.2 

5，504 I 4冶3

15，568 I 12.3 
5，072 I 4.0 

700 I 0.5 

広772I 4.5 
127，716 I 100.6 
800 I 6 0.6 

1 2 6，9 1 6 I 1 0 0 

112， 741 



本部会計、事業外収支、特別収支

|¥¥¥三fi
経常 会計

旅費交通貨

交際接待費

会 議 費

その他経貸

計

事業

補助

4収入

金収入

包設整備補助

計
一 一一
その他収入

受取利息、

合計
ー一

事業外支出

その他支出

支払利息

特別収入

補助金等引当金戻入
一一
特別支出

補助金等号|当金繰入

固定資産売却損

当期剰余金
4 

金

本部会計 | 
額 構成比率 | 

647 53.3 

225 18.6 

305 25.2 

35 2.9 
1 

1 11ぺ

一十

165//// ム

-101ー ， . 

授産会計

金 額 構成比率

1.925 25.0 

276 3.6 

7，7011 100 

100 
ー-

. 

119 17.9 

7，544 1，134.4 

8，628f  -------1 



6 )クース V

貸借対照表

区分 f1} 方
l¥¥、 区分 額9 方

一 一
科¥目¥¥、 |糊比率科目 金 額 構成比率

現金預金 12，354 8.8 'fJ.控i 金

タ一己一・ 在| 金 1，421 1.0 未 払 金 1，533 I 1.1 

措置費未収入金 4.083 2.9 預 b 金 114 
、:

補助金未収入金 1，7261 1.2 

布市l 証券 11 長期借入金 14.9 

貯 忌Z ロoロ 1，576 1.1 

余合金計計1 17440z 2 6 68 協 築 物 16，345 
1161ーリ 1 

機械装置 19.81 7 100 
一一一一一

車軒巡鍛具 0.6 I 

0.6 

7.1 I .砂

-102ー



収支計算書

下¥¥l重度授産会計

科目 、¥¥¥¥¥¥『 金 額 構成比率

福祉事業収入 51.689 7 O. 8 
一一一ー
事 務 費 39，259 53.8 

一一ー

措 置 貸 37，350 5 1.2 

補 助 金 1.509 2. 1 

0.5 
ー -一一
事 12， 430 1 7.0 

措置質 9.5 6 0 I 1 3.1 

補助金等引当金戻入「+一一一 701 I 1.0ー

ぷロ』 72，964 1 0 0 

福祉事業支出 43.079 5 9.0 

事 務 資 3 4.1 3 7 4 6. 8 
' 一 一一

人 件 費 2 7，2 1 8 3 7.3 

そ の 他 3，565 4.9 

減価償却費等 3，354 4. 6 

-103ー



¥~¥¥  区分
司、、『、
、旬、司、 h、、ー

科 目 、~¥、¥

重度授産会計

~ -. 金 額| 構成比率
8.942 12.2 事 業 貸

授産事業支出

製造原価

12， 674 1 7.4 

12， 674 1 7.4 

6，406 

1.7 I 
8.8 

材

労

経

料

務

費

貸

貸

1，24 3 

2， 314 3. 2 

減価償却費 2， 7 1 1 3.7 

事業外支出 4.649 6.4 

そ の 他 4.64 9 6. 4 

特別支出 5.294 7.2 

補助金等引当金繰入

位l定資産売却領

5，050 6.9 

244 O. 3 

。合計 65，696

1 当 期剰余金 7.268 

! 差引合計 72， 964

9 0.0 

1 0.0 

100 

-104ー



-~ 

福祉事業会計(事務資)

!¥¥¥¥区 分| 重度授産会計 i 
，科目 、

措置費収入(事務費)

人件 貸

金一瓦-~-瓦雨量; Iネ面白扇瓦辺

3.49 1 
3 2， 1 8 5 

8. 9 
8 2.0 

管 理費 iLift 0.4 
3.8 

計 37， 3 5 0 一-5石一丁-727-
|補助金収入 | 
職員処偶補助 780 

施設運営補助 7 2 0 1.8 1.4 

運営実態調査費 9 0.1 
一一ー一一一一一一一一一一一ト

計- 1.50 9 3. 9 2.9 
一一一一一 -一←一一一一一一一一一一一一「一-.

利用者負担金収入(職員食月 400 1.0 0.8 

jロh ‘言す 3 9，25 9 100 7 6.0 

事 務 資 : 

職 貝 給 料 2 4.5 4 7 6 2. 5 4 7.5 

そ の 他 給 料 536 1.4 1.0 

法 定 福 罪リ 費 1，5 1 6 3.8 2.9 

厚 生 費 111 0.3 O. 2 

退 職 金 108 O. 3 O. 2 

職 貝 食 費 400 1. 0 O. 8 

計 27，218 6 9.3 5 2. 6 

入所者保健衛生費 6 3 O. 2 O. 1 
. 
278 O. 7 0.5 

交際接待費 206 0.5 0.4 

修繕費 1， 6 3 9 4.2 3.2 

その他経費 1，379 3. 5 2. 7 
ー

計 3， 565 9. 1 6.9 

滅 価 償 却 3，354 8.5 6.5 

34.137 
。

事 務 資 メロ当、 計| 86.9 6 6.0 

一105ー



福祉事業会計(事業費)

l 九¥、¥、 区 分! 重度授産会計
‘~、、、--. し一一一一一一一一一一一

科 目 ¥¥¥|  金 鎖 i 檎成比率 |福祉事締成比率
措置費 j以入(事業費)

入所者食泊費 4. 7. 6 1 1 3 8. 3 9. 2 

日常生活諸 i't 4. 5 3 9 f 3 6. 5 8. 8 

l-i-

一一一→一一一一一一一一一一
事 業 貸

入 所 者 食 費 6，493 5 2.2 
• ・，

厚 生 費 5 1.4 ， 4.1 

消 耗 品:貸 353 I 2.9 

水道光熱暖房資 1， 552 I 1 2. 5 

て の イ出 経 費 3 0 ， o. 2 
一一一一一一一一一一

号E 菜 資 必ロ』 言十

福祉事業剰余金

1 2.6 

1.0 

O. 7 

3.0 

1 7.3 

1 6. 7 

注)収

支

入

出

-十

'
e
T

-
一
=
ロ
-
一
コ
口

5 1，6 8 9 

43，079 

(除引当金繰入) 3 9，7 25 
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重度授産会計

売上総剰余金

製
、止と
J.E. 原

' . 

価

Fで二一一一ー一一一一一一一一一一一一一一一一「一一一ーー一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一「

¥、¥九 区分 i 温度授産会計 ! 
¥『¥

科目 、¥¥.
、、、~

主安材科費

作業員給料

j与生費

外立t 工賃

水道光熱暖房貸

その他経貸

計

減価償却費

製造原価 1竺竺L-」 D--j

注)

てi="

フじ 上

作業員給料

印 j
 

J
hド
I
b創刊 力日 工

両 8，622 3. 4 9 9 

1，911 3，415 
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事業外収支特別収支

金 額 構成比率
一ー --』・・ー

事業 jJU-斗-
補 助 金 収 入

施設整備補助 500 5.9 

利子補給補助 443 5. 1 
一一一一ー

計 943 1 1.2 
一一一一一一一一一一一一 ~-----

寄 付 金 収 入

特定寄付金収入 6，500 7 6.9 

一紋寄付金収入 458 5. 4 

6，95 8 8 2. 3 

その他収入

受取利息 150 1.7 

雑収入 402 4.8 

計 5 5 2 6. 5 

メロL 計 8， 4 5 3 100 
.-

業 外 支 出

そ の 他 支 出

支 払 矛リ ，息 1， 4 1 9 1 6.8 

李主 損 1，833 2 1.7 

貸 恒j ふま只円 271 3.2 

貸全面j引当金繰入 1，1 2 6 1 3.3 

百十 4.64'9 5 5.0 

別 収 入

補助金等引当金戻入 701 100 

}JIJ 支 出

補助金等引当金繰入 5，050 7 2 O. 4 

同定資産売却損 244 34.8 

計 5，294 7 5 5. 2 

当 期 東j 余 金 7，268 二--ーごっァ
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7 )ケース羽

貸借対照表

ik主 借 方 よごと
貸 方

本部会計 福祉工場会計 授産会計 重度授産会計 合 針 本部会計 福祉工場会計 授産会計 重度授産会計 合 計

2，135 6，2171 2.1 2，434 4.3 10，786 支払手形 19，417 6.7 575 1.0 19，992 3.5 

受取手形 1，232 0.4 1，232 買 接| 金 12，385 4.3 12，385 2.1 

売 控i 金 15，010 5.2 15，010 対* 払 金 38，003 151.7 8，027 2.8 7，640 13.4 53，670 9.3 

措置費未収入金 131 0.2 131 預 b 金 28 268 0.5 296 

補助金未収入金 1，000 0.3 153 0.3 1，153 仮 受 金 540 540 

有価証券 25 16 41 賞与引当金 2，445 0.8 1，214 2.1 3，659 0.6 

仕 掛 品 5，442 1.9 5.442 流動負債計 38，003 151.7 42，842 14.8 9，697 17.0 90，542 15.7 

原 材 料 3，590 1.2 3，590 長期借入金 73.037 25.2 12，768 22.3 73，500 35.6 159，305 27.5 

前 渡 金 3，339 1.2 3，339 退職給与引当金

貸 付 金 360 0.6 360 固定負債計 73，037 25.2 12，768 22.3 73，500 35.6 159，305 27.5 

朱収入金 106 191 0.3 297 負債合計 38，003 151.7 115，879 40.0 22，465 39.3 73，500 35.6 249，847 43.2 

立 ヂ回宅 zぷ?i 800 0.3 400 0.7 1，200 補助金等引きさ金 172，381 59.6 25，984 45.4 136，460 66.0 334，825 57.9 

仮 払 金 89 89 基 金 8，571 3.0 14.634 25.6 23.205 4.0 

貸倒引当金 ム 791 0.3 o 791 繰越剰余金 ム13，687t5h 4.6 8，726 3.0 T 6，076 ム10.6 ム10，037ム1.9

流動資産計 2.135 8.5 35，970 12.4 3，685 6.4 89 41，879 7.2 当期剰余金 337 1.3 ム24，641ム8.5 200 0.3 o 3，287 ム1.6o27，391 ム4.7
---

会53.3 o2.6・|連 物 174.806 60.4 26，861 47.0 197，190 398，857 69.0 基金合計 ム13，350 ム 7，344o2.5 8，758 15.3 ム 3，287o1.6 ム15，223

構 築 物 5，530 1.9 5，528 9.7 9，000 20，058 3.5 

機械装置 64，479 22.3 10，180 17.8 74，659 12.9 

草稿運搬具 3，844 1.3 755 1.3 4，599 0.8 

工具器具備品 4，349 1.5 1，558 2.7 5，907 0.9 

土 地 22，912 91.5 22，912 4.0 

有形固定資産計 22，912 91.5 253，008 87.4 44，882 78.5 206，190 99.8 526，992 91.1 

電話加入権 182 96 278 

投資その他貴重 200 100 300 

その固定資産計 382 0.1 196 0.3 578 0.1 

固定資産合計 22，912 91.5 253，390 87.6 45，078 78.7 206，190 99.8 527，570 91.2 

本部会計 394 0.2 394 授産会計 8，444 2.9 8，444 1.4 

福祉工場会計 8，444 14.8 8，444 1.5 重度授産会計 394 1.6 394 

他 会 計 8，444 14.8 394 0.2 8，838 1.6 イ血 会 計 394 1.6 8，444 2.9 8，838 1.5 

合 言十 25，047 100 289，360 100 57，207 100 206，673 100 578，287 100 ぷ日'>- 計 25，047 100 289，360 100 57，207 100 206，673 100 578，287 100 

109-110 



収支計算書

福祉工場会計
一一「

¥科¥目¥、1区--舟~、I本部会計 授 産 会 計 重度授産会計 ム日 計

金 額 l 構成比率

. -ー』ー

金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率

福祉事業収入 15.197 8.7 44.352 70.4 59.549 15.9 

事 務 費 15.197 8.7 28.709 45.6 43.906 11.7 

措 置 費 13.246 7.6 26.256 41.7 39，502 10.5 

補 助 金 90 1，502 2.4 1，592 0.5 

-t:' の 他 1，861 1.1 951 1.5 2，812 0.7 

事 業 費 15.643 24.8 

で「
4.2 

ーー.

措 置 費 14.144 24.8 

補 助 金

のヱ十 1.499 0.4 

授産事業収入 149.831 85.7 16.533 26.3 16日 64I 44.2 

1寸 85.7

-ーー
売上高加工収入 15.646 24.9 44.0 

補助金収入

そ の 他 887 1.4 887 0.2 

拶業外収入 1，128 100 4.465 2.6 905 1.4 137，047 100 143.545 38.2 
ー ーーーーーート・ ーー

補助金収入 3.363 1.9 608 137，047 100 141.018 37.5 

寄付金収入 641 56.8 454 0.3 100 0.2 1，195 0.3 

そ の 他 487 43.2 648 0.4 197 0.3 1.332 0.4 

特 Bリ 収 入

補助金等引当金戻入 5.338 3.0 1.191 1.9 6，529 1.7 

ρg- 言す 1.128 100 174.831 100 62，981 100 137，047 100 375.987 100 

福祉事業支出 29，151 16.7 45，528 72.3 74，679 19.9 

事 務 費 29，151 16.7 29，794 47.3 58，945 15.7 

人 件 費 13，278 7.6 23.345 37.1 36，623 9.8 

そ の 他
9G 1752211 1 

5.3 3，367 5.3 12，519 3.3 

説価償却費等 3.8 3，082 4.9 9.803 2.6 

事 業 費 15，734 25.0 15，734 . 
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7?〈三 本 部 会計 福祉工場会計 授 産 会 言十 重度授産会計 -fr 計 . 
金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 額 構成比率 金 領 構成比率 金 組 構成比率

授産事業支出 168，320 96.3 15，975 25.4 18仰 5I 49.0 
ー

製 造 原 価 157，589 90.1 15，975 25.4 173，564 46.2 

材 料 費 45，179 25.8 45，179 12.0 

労 務 費 59，896 34.3 12，184 19.3 72，080 19.2 

S圭 費 44，743 25.6 802 1.3 45，545 12.1 

-減価償却費 8，103 4.6 2，989 4.8 11，092 3.0 

仕 掛 品 ζ』 332 ~‘ 332 ζb 0.1 

販売管理費 10，731 6.2 10，731 2.8 

人 件 費 6，289 3.6 6，289 1.7 

"t:' の 他 3，217 1.8 3，217 0.8 

浪価償却費等 1，225 0.8 1，225 0.3 

事業外支出 1，393 0.8 121 0.2 3，193 2.3 4，707 1.3 

施設整備貸 3，000 2.2 3，000 

そ の 他 1，393 0.8 121 193 0.1 1，707 0.5 

特 jJlj 支 出 608 0.3 1，157 1.8 136，460 99.6 138，225 36.8 

補助金等引当金繰入 250 0.1 100 0.1 136，460 99.6 136，810 36.4 

固定資産売除却損 358 0.2 1，057 1.7 1，415 0.4 . 
経 戸~ f圭 費 791 70.1 681 0.5 1，472 0.4 

ぷロ』 計 791 70.1 199，472 114.1 62，781 99.7 140，334 102.4 403，378 107.3 

当 期剰余金 337 29.9 o 24，641 ~‘ 200 0.3 ~‘ 3，287 o 2.4 o 27，391 o 7.3 

差 51 1日h 計 1，128 100 174，831 100 62，981 100 137，047 100 100 
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福祉事業会計(事務費)

~とこ
福 祉 工 場 会 言十 授 窪 会 百十

金 額 構成比率 福祉事業構成比率 金 額 構成比率 福祉事業構成比率
ー

措置費収入(事務費)

人 件 費 231.i44892 7 851..2 8 533..o 3 

管 理 費 1.02616 1 30..8 8 0Z .5 4 

事務費補助 13，246 8 7.2 87.2 

言十 13，246 87.2 8 7.2 26，256 9 1. 6 59.2 

補助金収入

年末一時金補助 9 0 0.6 O. 6 150 0.5 O. 3 

栄養士設置補助 1，269 4.4 2.9 

職員給与改善補助 6 1 0.2 0.1 

結 接 予 防 2 2 

計 9 0 O. 6 0.6 1，5 0 2 5.1 3.4 

利用者負担金収入 i， 8 6 1 1 2. 2 12.2 951 3. 3 2.1 

iロ:.. 百十 15，197 100 100 28，709 100 64.7 

事 務 費

聴 員 給 料 10，524 69.3 69.3 1 9，3 4 9 6 7.4 43.6 

その他給料 7 7 0.5 0.5 5 1 0.2 O. 1 

法定福利費 540 3.5 3.5 1，4 6 5 5. 1 3. 3 

厚 生 貸 2 0 

退 職 ~ 302 2.0 2.0 1，509 5.3 3.4 

作業員食費 1，835 1 2. 1 1 2. 1 951 3.3 2.2 

計 1 3，27 8 87.4 87.4 2 3，3 4 5 8 1.3 5 2. 7 

入所者保健衛生費 594 3. 9 3.9 877 3. 1 2.0 

水道光熱暖房費 1，698 1 1.2 lL2 4 4 0.1 0.1 

交際接待費 756 5.0 5.0 339 1.2 0.7 

修 繕 費 146 0.9 0.9 

委 託 貨 1，808 1 1.9 1 1. 9 

その他経費 4.150 27.3 27.3 2， 107 7.3 4.8 

計 9， 1 5 2 6 O. 2 6 0.2 3， 3 6 7 11.7 7.6 
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------ 区分--
科目 -----
誠価償却費

賞与引当金操入
ー

計

事務質合計

福祉事業会計(事業費)

~三下¥とfL科目

措置費収入(事業費〉

入所者食糧費

日常生活話費

期末一時扶助

冬期加算額

計

利用者負担金収入

合 言十

事 業 費

入所者食費

厚 生 費

消 粍 品 費

水道光熱暖房貨

その他経費

事業費合計

福祉事業剰余金

注)収入計

支出計

(除引当金繰入)

福

金 額

4.27 6 

2.445 

6，721 

29，1 5 1 

福

金 額

L:I. 13，954 

15，197 

2 9，1 5 1 

22.430 

117-118 

祉 エ 場 会
構成比率

28.1 

1 6.1 

44.2 

1 9 1.8 

祉 工 場 会

構成比率

』戸------

針

福祉事業構成比率

2 8.1 

1 6. 1 

44.2 

1 9 1.8 

計

福祉事業構成比率

9 1. 8 

授

金 額

1，8 4 1 

1，241 

3，082 

29，794 

授

金 額

7，67 0 

6， 1 0 1 

106 

267 

1 4.1 4 4 

1，49 9 

1 5，6 4 3 

11.527 

534 

1，1 1 6 

765 

1， 7 9 2 

15，734 

L:I. 1，1 7 6 

44.352 

4 5，5 2 8 

42.446 

産 会 計

構成比率 福祉事業構成比率

6. 4 4.2 

4.4 2.8 

10.8 7. 0 

1 0 3.8 6 7.3 

産 会

計-脚車栴成比率11 構成比率

49.0 1 7.3 

3 9.0 1 3.8 

O. 7 0.2 

1.7 0.6 

9 0.4 3 1. 9 

9.6 3.4 

100 35.3 

7 3.7 26.0 

3.4 1.2 

7.1 2.5 

4. 9 1.7 

1 1. 5 4.0 

1 0 0.6 3 5.4 

L:I. 2.7 



A -

.，... ・、

授産事業会計

-----、、、¥¥¥区¥¥分 ~福祉盃工一下場会向計喜|一iz事授- 産 会 計
科目 金 額

売上高加工収入 1 49，83 1 I 1 0 0 1 5，6 4 6 

賃貸料収入 887 

言十 1 4 9，8 3 1 I 1 0 0 1 6，5 3 3 

売上総剰余金 ζ~ 7，758 L::.斗 5.2 558 

版 売 管 理 費

給 料 5，497. 

法 定 福 利 費 331 0.2 

厚 生 費 0.2 

退 戦 金 0.1 

計 6，289 4.2 

交 際 接 待 費 206 

熱 料 資 1，558 1.0 

旅 費 交 通 資 79 

通; 信 費 203 0.1 

そ の 他 経 費 1，171 0.8 I . 
計 3，217 2.1 

法 価 償 却 費 1，071 0.7 

貸 ~j 引当金繰入 154 0.1 

計 1，225 0，8 

‘、・

販売管理費合計 10，731 7~1 

授産事業剰余金 ム 18，4'89' ム 12.3了 558 
I 

注 〉滅 価償 却 資

ク三金巴= 上 原 価 8，103 2，989 

販 売 F回骨・ 理 貨 1，071 

計 9，174 2.989 

-119ー
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製造原価

「¥科¥目¥¥  区分|一 福祉工場会計 授 産

五:¥¥  金 額 | 構成比率 金 額

主 要 材 料 資 45，179 ， ，.28.7 

作 業 員 給 来} 50，749 32.2 11，850 74.2 

法 定 ネ高 利 貸 4.483 2.8 

. 厚 生 S主 4.114 2.6 34 0.2 

退 職 金 550 0.4 300 1.9 

計 59.896 38.0 12.184 76.3 
一一一

タL 註 工 負- 29，144 18.5 
ー一一一-
工場消耗品質 5，175 3.3 16 0.1 

， 

消耗工具備品 k 2，502 1.6 86 0.5 

燃 料 貸 224 0.1 164 1.0 . 
水道光熱暖房費 2，989 1.9 388 2.4 

賃 借 科 1.0 3 

て の 他 経 ~J( 3，1'0:8 2.0 145 0.9 
_.ーー 一一 . 

ー一
計 15，599: 9.9 802 5.0 

減 価 償 却 貨 8，103' 5.1 2，989 18.7 

hにbZh 157，921 100.2 15，975 100 
トーーー，

期 首 仕 接i 品 5，110 3.2 

計 163.031 103.4 

期 末仕 提| ロロロ 5，442 3.4 

製 1、tgK 原 価 157，589 100 15，975 100 . 
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宇都会計、事決外収女、平町内ず

戸三¥一口 (-73Z計 J_ぷ;:;~ ~t一一|一一三三日一一|一一三度授定会子一一寸
点，、 門.~町 的成比率 金 額 :jJ~比比 3 :，:、~司 告4 結成比率 s品、 笥 t，.'!;::i完比~~

|経 常 生両i文ι 費

旅費交通交 -194 62.5 

交際接待費 137 23.6 407 59.3 

会 議 費 3 2 4.0 

その他経費 7 8 9.9 274 4 0.2 

計 791 100 681 100 

事業外収入

補助金収入

借入金償還補助 2， 1 3 5 47.8 488 53.9 587 0.4 

刺子補給補助 228 5.0 1 20 1 3.3 

施設整備補助 1， 0 0 0 22.4 136，460 99.6 

E十 3.3 6 3 75.3 608 6 7.2 137，047 100 

寄付金収入

特定寄付金収入 250 5.6 1 0 0 1 1.0 

一般寄付金収入 641 56.8 204 4.6 

計 641 56.8 454 10.2 1 0 0 1 1.0 

その他収入

受 取 芳リ ，息 133 1 1. 8 1 4 0.3 7 3 8.1 

雑 収 入 354 3 1. 4 634 14.2 1 24 1 3. 7 

計 487 43.2 648 14.5 1 9 7 2 1. 8 

dロ~ 言十 1，1 28 100 4，465 1 0 0 905 100 137，047 100 

事業外支出

施設整備費 2.2 

支 払 牙リ 息 1，393 3 1.1 1 2 1 193 0.1 
ー

計 1，393 3 1.1 1 2 1 3，1 9 3 2.3 

特 JjIJ 収 入

補助金等引当金戻入 5，338 100 1，1 9 1 1 0 0 

特 JjIJ 支 出

補助金等引当金繰入 250 4. 7 100 8.4 136，460 

固定資産売却損 358 6.7 1，057 8 8. 7 

自十 608 1 1.4 1，1 5 7 97.1 136，460 

当期剰余金 337 一ーー-- A 24，64 1 一---- 200 戸一一一一 ム 3，287 L_一ーー一一ー
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福祉事業収支比率を比較してみるとつぎのとなりと在る。

| 一一一一一【

(紙価償却費除〉

療議会計

I ，'(減価償却費除)

98 80 

114 

87 1" 

との結呆つぎの理由が判明した。

95 

98 78 

ケース E 療護会計(入所者食費)が異常K高〈、入りくりはあるがと

れを修正しても授産会計の剰余金と左っている。

ケースlV 授主主事業会計の職業指導員給科K振り向けられている。

ケース V 対外f責務の弁治K充当されている。
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5 人件費の分析

1 )職員人件費の分析

1 指糧費人件貨と人件貨の比較

説i査法人Kなける措置貸人件貨対人件貸をまとめると刻表のよう Kな

る。左台、この比率の算出に当つてはその他の給料-は除外して計算して

いる。その他の給料の内訳は、以託医(1(対するもの、退職者の発生Kと

もなう臨時雇用者で正式麗崩しない試用期尚j給料を含めている。

-124ー



よ減負給料{現金支給議 1 と群î~.\i主金との比較2. 

支給制の中!湖、最低のわ去の数字は人訟で最低と中間、中間と最高との伺の支給者人訟である。

なな、最高、中l旬、最低のデーターは 1年間在籍K限られている。

会計区分 証手ご21 クース l クース E クース E ケース町 ケース V クース羽

標準年在1 1，908 1，620 2，356 2.356 1，416 

授
平均支給跡 ;後3 1.215 1，994 2.418 2，578 1，168 

産
最 高 3.676 2.145 3.321 4，442 2.651 

会

ネ高 計
中 間 2.129 15 1，159 4 1，694 3 2.496 7 1，045 6 

祉 最 低 1，27216 814 4 760 3 1，369 7 725 5 

ミ第
標準年額 1.908 1，620 2，356 1，752 

来 重 .. 

会
度 平均支給額 ~n 1，850 1，519 2.369 1，793 

授
前- 産 最 高 3.750 3.677 2，852 2.664 

事 会
中 間l 1，74015 1，366 1，834 1.846 3 

宮十
6 4 

お
最 低 1，213 16 1，066 6 932 4 1，498 3 

所

標単年額 1，620 1，740 1，416 

福

祉 平均支給額 1，373 1，811 1，503 

工
場 最 高 2.436 3.063 3，332 

会
中 出! 1，276 2 1，806 2 1，470 2 

計

最 低 903 2 1，184 2 964 2 

標.噂年制 1，908 2.356 

平均支給縞 *2 1.053 泌52.028 

製
最 高 1，807 2.127 

中 !日] 1，089 13 2.005 2 

授 造
低1設 554 13 1，886 2 

産 顕単年容i 1.476 

原
平均支給制

;::6(1，273) 

宅修 1，433 

最 高
(1.5853 〉
1，96 

業 価
中 問

(1.1 73) 
1.650 
6 

会 最 低 (~，~ ~~) 15 
1，053 

標準年縞 1，908 1，620 
0，656) 1，416 

計 1，740 
販
平均支給額 1，603 1.4 3 5 ※4(1.39。8) 1，374 

売 205 

管 最 高 2，819 1，555 2.501 2，174 

理
中 l同 1，582 1 3 1，431 (~~~~) 14 2，128 

資 2.201 

点差 低 1，005 12 1，273 1，475 3 1，084 

標準年額 2，35E? 2.356 

県
平均支給制 1，556 1，814 

単

庖 最 高 2.011 
用

守南 中 間 1，556 1.791 1 

助
最 低 1.482 

M
N
m
h
t
M
M
m
 

)容は福祉工場(法定外)身障者※ 4 リハピ会計※ 1 

)容は事務質

取~~ !旨詳員

技能員(身障者)

~~ 5 

~* 6 

技能員(身障者含〉

療援会計

9.~ 2 

百子 3 



職員人件貸の税金支給給料については、平均支給溺については、一部の例

外を除いて各北方の平均給料定員を支払っている。ただし沿Ztと最低の落差

が相当あることから各法人とも将来員の年令、経歴、学歴を中心に適切な給

料支給を行っていると思われる。したがって、措置貸、人件費にかかわD

なく各人の給料微をその年令経歴学歴等で~家公務員給料表に当てはめて

決定し、余剰分は事務殺の管理経針K充当していると思われる。

な台、措置費人件費の剰余は事務袋容-理伎の不足を有fiい、その剰余は授産

事業の不足を補い1fi終的な剰余金のプラスまたはマイナスとなっている。

役員幸~酬を支払っているケースがみられた。法人本部が事業を行っている

場合は首肯されるも、事業を行っていない場合は納得きれない。

2) 作業員給料の介析

作議員給料については、作業員がすべて身体障害者であること、陣容度:

Kよって、その作業能力が異な夕、また、授産事業の以艇によってその能

力を発揮で台る場合としからざる場合が生ずる。そのうえ入所者の作業能

力のみで左く、作業にたいする陶心すなわち社会後帰を前提とした自立心

と訓練と耐える克己心KよD左右される。

したがって作業員給料は原則として、能力と労働時間を点数化して配分

することが望ましい。しかし、作業員にいくらまたは売上高、加工収入の

なんパーセントと配分するのがよいか、指針が無く、従来の取タ扱いでは、

売上高加工収入よ b材料貸外注加工費その他工場消耗品、光熱貨等の貨用

を控除した接客員を還元し念ければならないことと在っている。このことか

ら施設ごとに様々な方式を用いているようであることから別紙の分析を行

った。
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介析の方法(1 ) 

イ.従業員 1人当 b月生産高を標準と比較することによって作業員の生産

能力を総体的K対比

ロ. ィの場合で*っても授産事業の税見Ij$">よぴ補助作業員(按能員〉の存

在Kよって異えとるので加工高比率を算出

生産高一(材料費+外注工賃)
X 1 U U 

生産高

J、 加工高対人件費率を算出(版業指導員も含む)

作業員給料+械業指導員給料+法定福利貸+厚生費
X 1 0 0 

加工高

ニ 加工高対作業員給料を算出

ホ.以上を技童会計、重度授産会計、福祉工場会計ごとに算出し比較した。

分析方法(II ) 

イ.作業員平均人件資K医l措置貸〈事業費)を加算した御を作業員の給料

とみなす。なな、国措置費(事業資〕は 20千円として計算。

ロ イを平均人件費と比較

最低賃金(昭和 50年度)と比較、ただし稼動日数を.2.5日として計

算

ニ.註〕の中問、最低のわきrの数字は人数で最低と中問、中間と最高との

聞の支給者人数で歩る。なb、最高、中間、最低のデーターは 1年間在

籍者に限られている。
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I 授産会計

単位千円

区分 比 --率--ーク九ース九¥区分 クース l クーメE クース町 クース羽

標準 従業員 1人当り月生産高 307 334 340 352 

実績 従来a員1人当り月生産高 167 30 72 24 

対比率 54% 9~ぢ 21% 7% 

機準 力日 工 高 比 率 57 49 52 / 

実績 力日. 工 高 比 率 59 60 80 J 00 

対比率 104% 1225ち 1545ぢ / 

除準 刀日工高対人件J1 55 47 47 51 

実績 ，加工高対人件貨 58 74 93 78 

対比率 1 0 5~あ 1575彰 198% 1 5 3~彰

加工高対作業員給料率 。27 62 22 78 

標準 生産高対人件貸率 '39 23 23 31 

. 

実績 生産高対人件費率 34 63 74 フ6

|Tγと三竺トス l ケースE クースW
1作業員 1八当り平均人件貸 37 12 19 18 

2国措置費(事費?貸) 20 20 20 20 

3 計 57 32 39 38 

4平均人件費(標準) 159 138 123 118 

5 対比率〈?〉 36% 23% 32% 32% 

6最低賃金(月額) 41 51 51 46 

7 対比率(}) 139$ぢ 63，ぢ 76，彰 83% 

-} 2 9ー



注)

作子員 1人当り人件釘 37 12 19 28 

EP 昂Ij 最 品 1，607 552 530 

中 市i 564. 23 224. 8 183. 26 

最 低 7 O. 24 73. 8 5 O. 26 

洋裁 li司z 高 369 68. 0 

中 問 273. 5 247. 7 

最 低 72. 3 24 .8 

編物 最 品 285 

中 借j 111. 5 

最- 低 41. 5 

加工 最- 高 480 

中 i司 118. 23 

最 低 36. 23 

木工 it又L 『自四I 598 

中 陪j 1 38. 10 

最 低 5 1. 10 

洗 i忽 最 高 420 

中 問 221. 7 

最 低 71 6 
'---- 一一一一一 ー一一___1-

-130ー



E 重度授産会計

区分 7三〈三竺 クース i タてス目‘ ケースV， ， 

標 準 従長-員 1人当b月生産高 307 427 334 455 
，ー:-'. : 

実 級 従業員 1人当b月生産高 9 2 ) 1 1 18 

対比率 3% 5% 3% 4% 

〆・ i
tミ 準 加工高比率 / / / 60 

実 組 加工高比率 来 94 96 100 83 

町-対.比率
? 

/ / / 138婦

4'l置7['宣ミ 準 加工高対人件費 55 53 47 54 

実 組 加工高対人件貨 82 101 66i 64 

対比率 149$脳 191% 140% 119% 

-
加工高対作業員給料率 82 101 80 64 . 

標 準 生産高対人件費・率五 39 32 23 29 

実 線 生産高対人件費率 76 97 66 51 
--

港 各施設とも授産会計、福祉工易会計よbの外注によるので対比率を省略した.

コ-y主翌一クース I クースE クース E クースV
1.作紫員 1人当 b平均人件費 7 20 7 8 

‘，一. 

2.国措置費〈事業資) 20 20 20 20 
'・.・"‘'.、 ・. 

、

3. . . 計 27 40 ?7 28 

4.平均人件費(標 準) 159!. ; 135 ; 21. 3 : .146 
， . 

5. 対比率 (2〉 1 7~% 30% 。13% ; 19% 

6.最低賃金〈月額〉 ρ ，41 45 51 49 

7. 対比率(?)て 66% 8'9% 53% 57形

-ー・・4
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「区分庁こ戸ぞ ケースE

標 準 従業員1人当b月生謹高 427 398 352 

実 絞 従来員1人当り月生産高 80 178 200 

対比率 1 95彰 45% 57% 

穣 準 加工高比率 60 66 62 

実 繊 加工高比率 66 52 50 
。 ?ι

対比率 110必 79係 80% 

標 準 加工高対人件費 53 50 51 

実 宵4レよA 加工高対人件貨
(114) 

131 79 
45 

対比率 (215)箔
85 262% 155% 

加工高対作業員給料率
(114) : . 

45 65 79 

標 準 生産高対人件費率 32 23 31 

実 績 生産対人件貸率 (370 5) 67 3.8 

※ ( )は訓練手当を含めた数値、クースEは訓練手当を含めた歓値である.
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~こ三巴 クース E クースE クースVI

1作業員 1入当り平均人件費
(60) (8η 

66 
24 72 

2国措置資〈事券貸) 。 。 。
3 計 60 87 66 

4平均人件費(標準〉 135 ]45 118 

5 対比率 (2〉 44% 60% 56% 

6最低賃金 (月額) 51 52 51 

7 対比率〈?〉 118% 1675ぢ 129% 

( )は訓練手当含む

注〉

作業員1人当り人件費
60 (87) 

66 (24) 72 

マイクロ背写真最高
(839) 

1139 
524 

中間
σ04) 

889，10 
128.19 

最低
(3 4 8~ 

810. 9 
61. 18 

印 屈Ij 最高 1097 

中間 831.21 

最低 575.22 
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W 福祉工場(法定外)

区分 rz之さえ クースE

標準 従業員1人当り月生産高 334 
.. 

実績 従発員 1人当り月生産高 122 

対比率 3 7~彰

標準 加工高比率 52 

実紘 加工高比率 87 

対比率 167$ぢ

標準 加工高対人件費 53 

笑績 加工高対人件費 83 

対 比率 157$杉

加工高対作動員給料率 83 

標準 生産高対人件費率 23 

実績 生産高対人件貸率 72. 

不全員身障者

-F3ーと翌三比率
クースfJi クース I

1作業員 1人当b平均人件費 78 ~ 88 

2匡l措世貨 (事業費) 。 。
3 計 78 88 

4平均人件費 (標準〉 138 159 

5 対比率〈2〉 57% 55% 

6最 低賃金(月総 51 41 

対比率 ( ~) 153% 
i 
215% 

※技能員(身障者〉
-134-

クースW

*・ 119

。
119 

138 

86$ぢ

51 

233% 

E・

ー

. . ， 

r~ 
'. 



注〉

作業員 1人当りの人件費 78 

最 高 1， 0 31 

中 間 858. 7 

最 {氏 476. 6 

分析の結論

作業員給料の還元について分析を行った結果、 1m工民対人件費が高く作

業員給料送元が高いといえる。しかし、各施設の授産事業内容、授産事業

の受註形浪人所者作業能力等の原因によって分析比率が巽なることから加工

工高対人件貨率、生産高対人件貨率、最低賃金割合は還元率の基主主化K利

用で~念い。したがって、売上高、加工収入よ b 材料貨、外註工賃、製造

経貸(注文価fl{却費含〕なよぴj誠業指導員人件蛍(法定福利貸、厚生貨を含

む)を控除した額を入所者に還元することとすることが妥当と，思われる。

身体障害者には障害年金を受領している者、受領していない者も公 b、

入所者の賃金をいかに定めるか問題が多い。

入所者で職員給料よ b高い給料の多い者、あるいは訓練手当の受給と作

業員給料とのi対係も明らかでなく、訓練手当の最高舗は 649千円Kも達

していること左ど、検討すベ衰弱項が多い。

なお‘、入所者は施設に無料で入所していることから家賃相当当面(計算方

法は別として)を作業員給料加算して検討する必要がある。
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6. 長期借入金償渡期滋分析

副責:担ミ人の長j{A借入金の依丞財'U京はなんであるか分析を行った。

※ 1 ※ 3 ※ 2 * 2 

※1. 授産卒業会計より償還

※ 2. 笛i定資産取得その他K使用、福祉事栄会計より備選

※ 3. 本部会員十資金で償還
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差ヲi乗lJ余金は、計算書類め収支言i-匁の内、払{出i偵去p長等氏金支出(混預金)

lて凶係の左い表白を知出して、資金のう和j余を示し言t算-[.号拐の最終剰余金と

比較差引し乗り余金に含まれるi阿国似却蛍等の金績を除外した剰余金伝を示

した。

なお・、副首.法人の決算書:上の獄価償却資等と佑:入金倹迭を喜とを比較した。

長期借入金の弁務先月阪が到来すれは資金の長1&1てのいかんを向わず返済し在

ければなら左い。したがって、溺査法人は返済期陳V亡すべて返済している。
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三 社会力行法人会計さえ(祭)行体iごî~J ;fi f是正l.t~ ~Sr ふ.，ト幻 j?J( 司木公認さき

ご十士協会、以下会計規氏Ijという。)笑均K当って会針処理の河口点

釘~法人む往査した結果、つぎの問活点がみつ‘げられた。ただし会計

処理の基本的事項K限り、調査法人の個々の指摘事項Kついては別項W

(調査法人の会計経理面からの共通的指摘苧項)に記載してある。

なな、この演では、組織、規則の整備状況、会計処理の実態、会計規則

の適用K当つ.ての問題点を取扱うこととする。

1. 社会福祉法人の組紙、規則等の整備状況

調査法人のうち、法人本部が他の都道府県にあるもの 1法人、他の

5法人は同一県内Kあり、法人K所属する施設が法人本部と同ーの場

所K無いもの 2法人 2施設(2施設は福祉工場)であった。法人本部

として法人独自の挙業を行っているもの 2法人でるり、つら 1法人は

事業開始初年度で老った。また、法人本部が財産を有しその果実をも

って法人本部の運営に当っているものは 2法人にすきない o しかし、

1法人は、その財産の呆笑をもって法人本部の運営に当るには不充分

でるり、また各施設に資φ援助を行うことは不可能といえる。

(注) との法人は、昭和 50年度では僅少でるるが、各施設に資金

援助を笑施した。

また、法人本部として形式上の組織はるっても実態がなく、本部会

計が負担すべき費用の区分が明らかで無く福祉事業会計拳務費K混入

されている。調査法人の計算書類の収支の部{本部会計収支、事業外

収支、特別収支の項)で区分で-きるものは区分表示してるるので参照

されたい。いづれK しでも本部会計のあり方Kついて検討を要する。

定款、就業規則等の規則、規程は完備されてお、り、理事会評議員会
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議事録について 1法人が県の監査で指摘事項(:往査時には改善ずみ)

があった以外は問題はなかった。ただ、退職給与規程、賞与支給規程

については規程そのものの内容が不充分である。

(例)

1 ) 県の福別協会等の退職令共済制度について規定はあっても国

の退職手当共済制度に関する規定がない。退職舎共済制度Kよ

る不足額を補充するため法人独自の退職令制度を定めている場

合には、法人の定めた退職舎と退職令共済制度Kよる退験会の

いづれか多い舗を支払う定めがある場合となんらの定めがない

ものがあり、規程は国の退鞍手当共済制皮の制定後も改正され

ていない。また、とれらの制度による退職令支給額と社会的民

支給される退職今との不足額を補完する法人独自の退厳令制度

は抗程が不完全なるが故に過大の退核舎を支給する危険性をも

っている。

2) 賞与支給規程では賞与支給の計算期間が明示されていないと

とから賞与引当令繰入計算が行われていない。

6・計処理規程は、すべての調査法人で規定されていない。したがっ

て各施設K共通院発生する費用の共通経費配賦基準、入所管理棟、授

産棟との共通経安配賦基準等が明確にされていない!。基準といえない

が一応配賦基準としているものはあるが、基礎となるべきデーターが

無く単に人員比、面積比などで設定され、実態とかけ離れた数値の表

示となっている。また、自己賦の積算笹科が文書化されていない ζ とか

ら配賦基準の継続性、変更の事実も明らかでない。
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2. 計三七~~ (j.....様式なよび会計処怠の宍む

1 ) 計算苔演のほ式は 5 法人は収支計算守(拐益計~)万式、 1法

人は資金収支計算書(狭義の資令たる現今預今による資令収支)

方式で貸借対照表は二重仕訳法{切り替し法)で作成されていた。

2 ) 固定資産、長期借入令(施設整備資令)を本部会計に所属せし

めた法人は 3法人(ただし、思物、構築物、土地等施設を設置し

た際の固定資産お、よび長期借入会)であり、施設を設置した除の

授産会計の固定資産{機械装置、車制運搬具、、正具器具倫品等で い

補助令、助成金等の補助対象となったものを含む)お、よび福祉事 t

業会計の工具器具備品ならびKその後取得した固定資産{施設準

備補助合等の対象となったものを含む)は施設会計に所属せしめ

ていた。施設会計にすべての固定資産ぉ、よび長期借入舎を所属施

設K所属せしめたのは 1法人、他の 2法人は施設が 1つのため自

動的に施設に所属した形態となっていた。

施設の設置の補助合、助成会等はすべて基金K組み入れている

のは 5法人であれ ζれ等K見合う国定資産(土地を除く)減価

償却を実施したのは、本部会計K所属せしめた 3法人のうら 1法

人であれ補助金助成金等により取得した固定資産の耐用年数に

よって補助会、助成金等(補助金等引当金)の額を収入K振り-戻し、

(特別収入)としたのは 1法人のみであった。なな、施設を設置後

補助金等で取得した固定資産お、よび自己資金取得固定資産~!(対す

る減価償却を実施したのは 1法人、自己資令取得固定資産のみ減

価償却を実施したのは 1法人、，減価償却を実施しなかったのは 1

法人である。他の 3法人はすべての固定資産{土地を除く)に対
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し減価償却を実施し、二れらのうら補助心、助成金等(補助令与引

当金)の収入に握り戻じ{特別収入};としたのは 1法人のみでるった。

減価償却については、会計年度中K取得した固定資産の減価償却

は取得年度より原則として実施しているが当会計年度の収支状況K

より減価償却を恋意的K部分的K実施したり実施しなかったりして

いる法人が 3法人るった。また、滋価償却の方法は定修法が 4法人、

定率法は 1法人でるった。

3 ) 貸倒引当舎を設定した法人は 2法人であり、その必要性は授産会

計売掛債権の内容を検討した結果、必要性はるると判断されたが

その設定基準は無く任意K計上されている。また、福祉事業会計忙

なける立替金、未収入金等、授産会計にお、ける同一科目合よび貸付

金に回収可能性のうたがわしきものがるり、これ等K対する貸倒51

当舎の J~安定の必要性はるる。

4 } 退減給与引当φを設定した法人は 1法人のみでるり、設定基準は

国の退職手当共済制度お‘よび県の退恥金共済制度Kより支給される

退職金と法人独自の退職令制度Kより算出される退職令とを比較し、

いづれか多い退職金との差委員(園、県の退職共済制度による支給退

職金の超過敏)を引当てお、り、退-機会支払のための退職給与特定預

金は設定じていない。また、独自の退職令制度を制定している法人

は 5法人で李り九退職令債務は遂K発生しているKかかわらず退職

給与引当金は改定していなかった。

5 ) 賞与引当金の設定はなかったがA 未払金またK未払費用として職

員、ベ作業員の年末一時令、あるいは翌会計年度の夏期賞与引当金的

性格を持つものを計上している法人は 2法人であった。その設定基
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準は、授産収入の-~芸名 '.5 % )を作業員に還元する給料総額より

収入の減少に{耐えて積立令として天引し残額を作業能率K応じて配

分し、天引したものは収入の滅少K際して払出し、残鈎は夏期、冬

期の賞与に加算して配分する万法でるり、他の法人は会計年度末K

作業員に実;1する実績給料還元率を考慮し、その不足額を未払として

計上していた。職員については措置針、人件費、民間施設給与等改

善費、人件費ぉ、よび県、市等の人件針椅助令(雇用補助、戦員給与

改善皆、職員処偶守、職員年末一時金等)と支給実績との比較して

の差額の一部Kついて未払として計上する方法をとっている。前者

は作業員に還元すべき給料を給料と賞与に単K分けたものでるり、

天引したものは賞与支給時K入所していない者には支給されない。

後者は、作業員給料の調整的性格を持ら、 j総長Kついては職員構成

の変化(退職、就験期間のずれ、措誼針、人件七支給額と実績給料

額との差額)による人件哉の誠整的性格を持つも実際Kは賞与支給

時K上積みされるものでなく、-賞与支給規程による賞与算定期間の

会計年度末陀なける賞与引当令の範囲内でるることから賞与引当金

の性格を持つものといえる。ただし、会計的にいう賞与引当令の令

額Kは不足してお、り怒意性が強いといえる。

6) その他の引当令、積立金は 2法人で設定されている o その穏類は

未執行引当合、機械整備引当金、災害積立令i機械購入積立令でる

り、その内容はっきのとなりで毛る。

未執行引当令

地方公共団体補助金の未消釦客員を引当てたもので会計年度末K未

消野額として残ったもので施設設備の初年度の授産事業の活動が予
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定計画以下であったすこめに未消費となり、地方公共団体より未消費

額があることは監査委員会との関係で好ましくないので使用したこ

とKするよう指示があり、会計上未使用分を使用した ζ とKするこ

とは会計の事実をゆがめる ζととなるので未執行引当金として計上、

昭和 50年度陀目的支出を行ったので戻入れしたものである。この

補助令の性格は運営補助のものである。

機械整備引当金

福祉工場の土地、建物、機械装置のすべてが地方公共団体により

取得され、法人は経営を委託されている。これら固定資震のうら機

械装置の再取得は法人が行うこととなっておサ、当該倣械装佐の滅

価償却費に相当する金額を積立てるととを要求されている。したが

って、減価償却貨に相当する金額を椴械監備引当金に計上し、滅価

償却費相当額を製造原価に含めである e

災害積立金

剰余金処分として積立てられたもので入所者の労働災害に備えて

積み立てたもので労働災害K際して見舞金として直接取崩しの方法

で支出されている。この見舞金は労働災害K対する休業保障手当ぉ、

よび災害保障の性格を持つものである。

当該法人の所轄の労働基準監督署の意見Kよれば、授産施設の!入所

、者は国からの措置によって保護を受け、かつ法人と雇用契約を締結

していないので労働災害保障保険の加入は認められないとされ、ま

た、県は施設Kなける災害事故K備え災害保険制度を確立している 0

・したがって、との積立金の必要性は現状では無いと考えられる。

また、各地方公共団体または労働基準監督署の取扱がすべて同一で
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あるとは芳えられないので検討を要する o

機械I詩人彦立金

剰余金処分として粉立てられたもので機械賊入のための特定目的

積立金である。

7 ) 利用者負担金(職員食資)と入所者会糧貨の関係

職員食貸の負担額は利用者負担金収入K計上されているがこれと

同額の金舗を入所者食糧貨より控除して職員食長K計上しなければ

ならないのであるが、との処理がされていなかったo

3. 会計規則の適用K当つての問題点

1 ) 措置費収入、補助金収入の区分経理

会計規則では、措置費収入を人件授、管理費、寒冷地加算額、入

所者食糧費、日常生活諸資、期末一時扶助、民附施設給与改善貨の

人件街、管理貨のどとく措置また補助の種別Kより区分するととを

妥求し℃いるにかかわらずとの区分を行っていたのは 1法人のみで

5法人の区分はまらまらであった。とくに措置債がよび民陪j施設給

与改善費の人件封、管理費の区分は行われていないo 単に一般事務

費、特別事務費、あるいは一般事務費、寒冷地加算、民間施設給与

改善費の区分を行なっているのみであったo また、補助舎収入に含

まれる地方公共団体、公的公益事業の補助令、助成金のうら運営補

助の性格を持つもの設備整備補助の性格を持つものの区分、また、

運営補助のうち事務資制助、事業貿橋助の区分も明確Kされていな
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かった。

区分例示

区 分 事 務 弘' 事 業 fま
ー一

措置 E主 人件動管理費寒冷地加算 入所者食糧鈴 日常生活諸費

需品騒 人件台管理費
期末一時扶助 冬期加算額

ポイラー技術士加算

1.事務負補助(福祉工場)

補助金 職員処偶 職員年末手当 経 入所者処偶生活1:~ 就職仕

r 施設運営 栄養士設置 度合

維持管理結核予防経伝負

担暖房貸補助経営調整

注)地方公共団体等の補助φ等は、その椀助内容によって区

分すること

投産 会 計 事業外収入

一一一
補助金 雇用補助 利子裕給 借入金償還補助

施設盤備

ー

匿の基準人員外人員に対する

l椛助

2) 事務費と事業員お‘よび事務貨と販売管理獄の経理区分

措置長収入{事業費 )VC見合った食用が事業貨に含まれるべき処、

事務蛍に含まれるべき費用(通信号f、旅資交通貨、運賃、交際接待

重量、，燃料食、 (ガソリン)等)が混入されていた。また授産会計の
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販売管理費に含まれるべき費用{営業所費用、燃料費(ガソリン)

交際接待費、租税公録等)が混入されていた。計算書類で区分が可

能なものは組替修正を行つである。

な台、福祉事業会計と授産会計の区分経理基準が合理的に設定さ

れていないこと、科目設定の万針が充分理解されていないなど個々

の問題が多い。

3) 固定資産の計上基準と修繕貸お‘よび施設整備補助金の閥係

固定資産の計上基猶ま1組まずdま1品10，高円以上と調査法人すべて取

扱は一致していた。修繕貨と資本的支出のi掲係はケースバイクース

であって、とく K問題となることはなかった。ただ、施設盛備補助

舎との関係で施設整備補助の対象となる固定資産の修繕、資本的支

出固定資産の取得との関係が会計処理上明確となっていない。

すなわら、施設整備作;助対象となる修繕等の質問お‘よび袖助令収

入は事業外収支の項で処理されなければならないというととが徹底

していなかった。また、 ζれらは締助金収入どとに対応チェックで

きるよう叱処理されるべきである。

修繕、資本的支出等が他の施設と共通、共有のものについての処

理基準が確立されていないことからその処理陀ついて問題が生じて

レ、る。

すなわら、固定資産の所属が明確Kされていないととから施設問

の会計処理が適切に行われていない。

4 } 補助令等引当舎の設定

補助会等引当金の設定は 2法人しか実施されていなかった。とれ

は、との引当舎の設定趣旨が理解されていないことによるものであ
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る。したがって、会計規則の方向づけで取扱うとととする。
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m 調査法人の会計経理面からの共通的指摘#項

ヲセ ~面

(1)現金預金

現金と銀行預令とは、財産形態を異にするものであり、それぞれの

財産形態に応じてそれぞれの施設に訟いて出納管理が行われねばなら

ない。一部の施設Kお‘いて現金出納l践と銀行出入帳が混合一体に作成

されていたり、 2以上の施設の預金が一つの預金口座で管理されてい

た。また、現金残の照合制度として、現令残金種別一覧が作成される

ζとが望ましい。

(2) 売掛金

売掛債権は、得意先元帳Kよってその発生、回収が適正に管理され

ていなければならない。売上が得意先元i娠に適時に転記されるためK

はその証怒たる納品書控、物品受領書等が、関係部署から遅滞なく廻

付されなければならない。その欠陥のためK年度末Kお、いて売上計上

ずれが生じていた施設が見受けられた。また、回収管理については、

得意先元帳の入金消込等を行うことによって、未回収債権への対策が

適時に実施されるのであるが、その入金消込管理K徹底さを欠いてい

る状態であった。

未回収債権は、安易に値引等として処理されやすい危険性があるた

めとくに値引Kついては責任者の承認制度を確立してお、くへきである。

その値引承認制度に弱点が見受けられた。
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(3) 受取手形

割引手形、袋言;手形は、その後、その手形K事故が号再生すれば、遡求

権の行使を受ける偶発ft;'~告であるから、その残高は常に把主主できる帳鈴

組織である ζ とが重姿とをる。ほとんどの施訣K拾いて、割号!手形-γ-

裏番手形のを矢筒の把握体的!jが不充分でるった。在ど受取手形は、件数、

枚数ともに少なぐ特に防協は左かったが、手形入金後は返滞在〈鋲行K

取立依頼してP ぐことが望ましい。

(4) 秘伝]資主主

授産事~~VC係わるら卸資産

年度末，'Cは、相卸食設は全点(モっき笑支gt，'j 長11を実施し、)e正念取待殿、

イ品で評似しなければ左らない。原材料については、全施設にお、いておj卸

計上されていたが、製品、仕掛品Kついては秘卸未経上の施設が多かっ

た。評1ufi('Lヲいては、取匂長子、悩として売値lから治常不!j益を控除する方伝、

突j県原1尚、が;上計算方法宅¥芙;伏に応、じて考胤されるべきである。仕掛

品については、作来進捗度が考庖されるべきであみう。

福祉事夫氏係わる概釘::資産

会街品の杭，IJ会!Jは、食生'!J'の実災計算上からも必設とされる手続であるが、

殆んどの施設rcj:，"いて実地内長!Jが笑府されてならず、秘却に米計上であ

った。

(5) 盈i定資産

届定資産の:gi品管理は、台帳を完備するととによって可従と在る。現

状Kなける台i肢は殆んどが不充分であった。台依はさえ品の形態、林;定員、

会計区分tcE!Dして作成し、また、補助金収入との街道5性、なよび担保設

定の状6r.~零;が明瞭Hrc 記誠されてい在ければ走ら左い司 m品の移動、版業

等は、事-態vcmjして台般に登録される筒iJ皮の町:立が室長である門
-15かー
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(6) 仮払金他

仮払舎は消込管理を実施し、その残高は、取引未完了の内容K限られ

る。本勘定への振替未処理、取引完了にかかわらず精算が未処理等Kよ

ってそのまま仮払金表示になっている場合が見受けられた。

(7) 支払手形

手形の発行については、とくに内部統制!の整備、述用K慎重を期すべ

きである。手形用紙の枚数管理を実施して不正発行を防止しなければな

らない。各施設にお‘ける手形発行の手続は、手形用紙の作成者、手形印

の押印者とが月Ij人となってお‘り、その点は良好であるが、手形用紙の枚

数、管理Kついては殆んど実施されていないo また、ー訟人間で施設毎

に手形が発行されている場合があるが、手形発行事務の窓口は一本化さ

れた方が望ましい o

(8) 買掛金

貨掛俄務.は、仕入先元I娠を作成して、その支払K過不足の事態を生じ

させないように管理されなければならない。仕入計上方法として請求書

K基づいて計上している場合があったが、支払債務の管理J:からも好ま

しくない。

仕入は、検収した時点で計上されるべきである。仕入計上の証滋たる

納品書、検収書等は関係部署から遅滞なく廻付されて適時K仕入先元I援

に転記されるべき制度を確立し、その運用陀心掛けなければならない。

これら K欠陥があるため年度末にないて仕入計上が翌年度にずれ込ん

でいる場合が見受けられた o.
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(9) コロニー債券等の施設債券の発行

コロニー債券を発行している場合Kは、その表示は、コロニー債として

別掲記すべきであろう。また、債券の発行、償還に関して特Kその管理に

慎重を期す ζ とを要する。

。。未払金

給料の未払貸用の未計上が多く見受けられた。

給料は、通常、給与規定Kよって支払額K計算期間が定められている場

合が多く、締日から年度末日までに未払となる部分が生じれば、禾払金と

して計上されるべきである o

UD前受金

営業取引上、商品等の納品市Jに現金の入金が奉る場合、その入金額は前

受金として処越されなければならない。入金時が納品時より僅かばかりの

時間差で早い場合、通常売掛金勘定の入金として処理されることが多く、

売掛金残高が赤残となる。年度末にはその赤残を前受金K振替るべきでる

るが、振替未処理のままになっていたo

ω 措置費収入

措置まま収入は、その年度内K過不足なく請求しなければならない。措置

資収入の請求行為につきその管理が不充分で毛った。

委託事務費収入は、人件貨と管浬質・の区分を明瞭托して沿くととが必要

で巻る。
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ω補助金収入
補助金収入は、その収入とその使途について紐っきでるる場合が多く、

補助金の種類、性質毎の区分把握が重要で奉る。
い

ω 矛1.1用者負担金収入

別用者負担金収入Kついて、入所者と職員と K区分把握され、それぞ

れにつき食費と其の他KさらK区分される。

職員が負担すべき食封、家賃は適正に算出されなければならない。

U5)売庖等収入

売庖等の収入、支出については、該当施設の会計単位の中K入れられ

るべきでるるが、いづれの会計単位にも属する ζとなく、全く簿外に管

主主されている場合が見受けられた。簿外陀管淫される理由は何ら見当ら

ない。

間 支出項邑の名称の明瞭性

支出項目の名称は、会計慣行として通常採用されている勘定科目名を

採用すべきで毛って、特殊な名称は極力避けるべきである。

予備安からの支出は、支出後も予備費として計上されていた場合があ

ったが、該当支出項目 K振替えられるべきでるる o

日 授彦事業の販売管理費、福祉事業の事務費、事業貨の区分

福祉事業の事業貨は、入所者の日常生活に係わる支出K限られるべき

でるる。また、授彦事業については、その活動の結果として当然、に販葬
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管理貨が発生するものでるる。

これらの点K充分留意して、販売管理貨と事務費‘事業費の経費区分を

行ラべきである。 本来、事務貨とiして処理されるべき支出項目が

事業主主の中に混入されている等の経島区分K多くの混乱が見受けられた。

ω共通経資
共通経貨は、明瞭な配賦基準Kもとついて合理的K按分されなければ

ならない。殆んどの施設にないて配賦基準が不明瞭で毛り、基準自体に

も合理性を欠いている現状でるった。

ω本音日経資
本部経貨の処理は、本部会計の基本的在り方と一体の問題でるるが、

少なくともそれが、授産事業、福祉事業の経，5:.t~ と混同されることが争つ

てはならないの

(20) 一注入内の施設同取引

本部、授産施設、ネ福祉工場等の闘の取引については、本支l吉会計制度

を採用し、整然と会計処震を行つことを要する。現状は、対外的取引と

同様の会計処理を採り、したがって施設備jの債権債務の相殺、内部取引

高の消去等が円滑に処理されていなかった。

補助金収入等の受入窓口が本部等で一本化されている場合、その収入

は該当施設K付替処裂をする事を要する。補助金収入等は、施設毎の請

求桜行使によるものでるるから該当施設に帰属すべき収入でるる。年度

末の未収入金は、該当施設にて計上されることとなる。
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授産施設、福祉工場等、 2以上の施設が、同一作業を共同、あるいは

分担して行う時、その売上高は客観的、合理的基準によって各施設に適

正K按分されなければならない o 売上高の按分方法K客観性、合理性が

欠けている場合が多かった o

各施設で発生した費用を本部等でー活支払する場合、その支出は各施

設陀正しく付替処理されなければならないが、一部K混乱が見受けられ

た。

ω 会計伝票について
会計伝票は、その取引内容が半fJ然、とする総K記載されていなければな

らない。また、その取引を立証する基礎資料、託銀等との関連性が鐙然、

とされていることが重要で£る o とれらの点に弱点が多かった。

鈎 契約書等の筆備

貸付金、借入金等については、後自に備えて、契約書、覚書等を作戚-

し、相互に取交してなく ζ とが重要で老る o 一郎作成されていない場合

が見受けられた。

ω 残高証明書等について

年度末Kは、債権債務の残高を相互に確認するという意味から、残高

証明書等を可能な範囲で入手することが望ましい。銀行預金の銭高証明

書は殆んどの施設Kない7入手されていたが、借入金、割引手形、貸付

金、債務保証等については入手されていなかった。
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ω 入所者他人まえ舎の預り管忠
入所者が似人として銀行預令をする時、持誌がその述浜、 f行設立・保政

預りする場合がある。施設は、善良なる;.':~.3.2;/;jの試j7Jを長うことはもと

より、その預り状況を求めがるれは適時に報告出来る体制下にるること

が重要で毛る。

仰 年度当初の予算は、措債I!f'!収入が概算単iU日を基淀としている。したが

うで措置笹の確定単価が決定した時点で補正予おの組直しをJiZする。

しかろ後K 、年度末比歪り予持と~*去にぎ必が生じた場合、その~由を

明らかにしなければならない。最縦突績に予算を合せて組怪ししたり、

予算11(合ぜて笑績を修正したりする乙とは許きれないo

なか、予与の形滋として、経常予算と設備予主とを区分する ζ とも検

討!宅倍すると忌われる。
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IV 身体障害者授管施設会計規則の方向づけ

1. 施設の設置の会計

1 ) 施設の設置に関する会計は法人本部の特別会計で行い、施設が竣

工した後、施設会計に移管する。

2) 施設の設置のための自己資金は、施設が竣工後、施設移管の際施

設会計の基金とする。

3 } 施設の設置のための補助金、助成金は、税助金、助成金収入とし、

施設竣工した時に補助金等号l当令K繰入れる o 補助金等引当金は施

設会計に移管する。

4) 施設の設置の長期借入舎は施設会計に移管する。

2 施設監備補助金、助成金の取扱

1 } 施設整備補助金はすべて事業外収入とする。

2}了;施設整備補助令により資産を取得した時は、取得資凄K相当する

補助金等は特別支出陀補助金等引当金繰入として処理する o なな、

施設整備補助金にかかわる施設整備費{資本的支出を除く)は事業

外支出とする o

、
，" 

，'， 

" 
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3. 補助金等引当金の処理

1 ) 補助金等引当金は、取得資産どとの耐用年数で除した額を特別収

入K補助合等引当金戻入として戻し入れる。

2) 補助金等引当金は、有形固定資意工り控除形式で表示する。補助

令等号|当金戻入累計額は貸借対照表K注記するの

4. 減価償却告の取扱

1 ) 償却資産は、すべて減価償却を実施する。表示方法は直接法Kよ

り償却系計額は貸借対照表に注記する。

2) 減価償却の万法は定額法とする。

3) 耐用年数は、固定封書耐周年数表陀より償却率も同様とする o

4 ) 残存価額は備忘価額とする。(1円)

5 ) 減価償却貸は、固定資玄・の会計区分(福祉事業会計または投産事

業会計の製造原側、るるいは販売管理資)托したがい計上する。た

・だし、福祉事業会計は事務貸に計上する。

理由

1 ) 施設の設置は、その施設の開始前に都道府県知事に届け出る ζ と

となってなり、施設の設誼基準は厚生大臣民よって定められている。

かかる点から、施設の設置の敢底基準を維持させるため陀、図、地

方公共団体等は施設の設置わための補助または助成の制度を設けて

いる。したがって、補助、助成は施設どとに行われている。

-158ー

‘' } 

-



補助、助成に不足する令額は自己資金と社会福祉振興会からの長期

借入金等で賄なわれるのであるが、とれらは、すべて施設単位K支

出する自己資令、または施設単位の紐っき長期借入令でるる o な台、

長期借入金の返済財源、がいづれの資金で~るかの問題点は男11 として

被助令、助成令、自己資令、長期借入令等はすべて施設単位でるる。

2 ) 施設の設置のための祇助金、助成令等Kより取得される資産は、

その保有すべき期間が規定されておサ、保有すべき期間は資産の耐

周年数民準じて定められている。したがって、期限っき、条件づき

補助金、助成令の性格を有し、また、旅設の設置後の施設整俳補助

J金もi司ーの性格を有するとと、他面、橋助令、助成舎は社会福祉法

人の施設資産の最底基準を維持するためのもので老るが、補助令、

助成金の額は補助金等引当やとして処理する ζととした。

3 ) 補助金、助成金等・により取得する資産は土地を除き償却資産で巻

る。償却資産は事業の用に供すること Kよれまた、年月の経過に

Jともない資産の価値が減価する性質を有している。との滅仙の街を

合理的と考えられる計算万法を用い、資産の額を減額するととは、

施設の財政状態を合理的K評価するとと Kなる。資産の減価の舗を合

合浬的左計算方法により計算するとは減価依却の計算方式を指す。

施設の資産を評価する手段として減価償却計鉢を別用することは施

設の財政状態を正しく示すことK役立つこと Kなる。

4. ) 施設の設監の補助金、助成会等K主り資産を取得後、るる年数経

過後K同一資産K施設整備補助舎が交付される ζとがあれとの警

備総助令比よる施設整備を実施した場合陀当該整備K含まれる資本

的支出額は当然、整備を行った資産に加算されること陀なる。施設が
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誠価償却計算による資産の評価を実施していない場合陀は、資替の

帳簿価額が資本的支出が行われる度に資産が増加され、現実の資産

価値と帳簿価衡との聞に価格差が生じ、施設の財政状態を正しく示

さないととになる。

5，) 授産事業?会計に属する資意の減価償却については、資産評価のた

6) 

めの被価償却計算のほかに、授産事業会計の持つ特質、すなわち、

身体障害者が訓練施設で機能訓練を受け、授産施設で社会復帰のた

めの職業能力の育成、社会的適応能力、順応力の育成等を主たる目

的とする授産施設にがける授産事業は、その訓練育成を適切に実施

する場でもるるから、授産事業は一般社会の職場と向ーの仕組Kよ

り運営されることが必要で毛り、作業員給料は入所者の労働能力と

労働意欲K主り鉾定される。他面、授産事業はその行う生産力口工活

動は一般企業より一般的競争価格で受注するが、一般企業と競争し

て受注JJP売活動を行う必要がをる。したがって授産事業会計では社

会的陀競争するための製造、販売原価の計算が必要で悲しかかる

意味合から原価K減価償却費を含める必要が忘る a

現在の取扱いでは、自己資令により取得した資産の減価償却は認

められるも、橋助金、助成令等により取得した資産、るるいは、補

助令、助成金等により取得したとみなされる部分の滅価償却は認め

られない.ことになっている。しかし、同一蛍産について自己資舎の

部分は償却し、補助今、助成金等に見合う部分は償却しないとすれ

・ば、当該資産の評伽は妥当なものとはいえないo この矛盾を取り除

くために、償却資産のすべてに自己資金または補助金、助成金によ

る取得区分K関係なく減価償却を実施し、補助金等引当金で調整を
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行うものとする。すなわら、取得資産どとの耐用年数で除した額を

特別収入の補助金等引当金戻入として処理する。との会計処理は、

すべての償却資産K滅価償却を行うととによって、補助金等K見合

う部分について減価償却を実施することとなるのでこれに見合う補

助金等引当舎を戻し入れること Kよつで実質的には滅価償却を実施

しなかった ζと陀な毛と同時K、授産原価、販売原イ凶には妥当な減

価償却費が含まれたこと Kなる。

7 ) 補助金、助成金等により取得した資産は、その食産の保有期間の

定めにより保有しなければならないので有形国定貸訟に補助金、助

成令等Kより取得した資産の額がどのぐらい含まれているか、また、

自己資令により取得した資産の舗がどのくらい含まれているかを表

示することも必要で毛るので補助金等引当令を有形固定資産より控

除形式で示すことにした。

5. 退職給与引当金の会計

1 ) 国、地方公共団体の退職金共済制度の掛金は退職金として処理す

る。

2) 退職金共済制度陀より支給される退職金と社会的退職金の一般平

均額とを比較し、社会的退職金との差額は退職金として処理するこ

とができる。社会的退職金は、国家公務員法による退職金の街とす

る。

3 ) 退職金共済制度K加入時の過去債務たる退職金は退職給与引当金
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として計上する。すなわら。就職時から会計年度末Kお、ける国家公

務員法K主る退職金と退職金共済制度Kより支給される退職金の差

額を退蹴給与引当金とする。

4) 法人独自で規程する退城令規程が毛る場合は、国家公務員法Kよ

る退職金と退以金共済制度による退械金のいづれか多い額と独自の

退i淑金規程Kよる退械金要支給鋲との差編、すなわち超過額は施設

会計では負担するととはできない。!..

5) 法人独自で企業年令制度を導入している場合は、退恥令共済制度、

または、国家公鋳員法Kよる退i戎令のいづれか多い額、すなわち、

過去依務K見合う額Kついては掛金を施設の負担とするととができ

るo なか、事業保険料で施設が契約者、受取人で毛る場合は関係が

ない。

6) 福祉工場の作業員(身体障害者 )K対する退以伎は中少企業退以

理由

金共済制度Kよる掛金額を福祉工場の援を原備に含めることができ

る。なな、退械金の支給限度は1成長K準ずる。企業年金制度を導入

する場合も同様とする。

1 ) 国家公務員法Kよる退枕金を限度として退減給与引当金の設定を

認め、との退械金のうら、退職金共済制度で支給される退iぷ金Kつい

ては引当也、の設定を認めない。とのことは、国、地方公共団体の返恥

令共済制度が確立する以前から施設に勤務する者の過去債務について

は当然施設が負担すべき退以令と考えられる。

2) 国家公務員法による退職金を社会的退職金としたのは、社会的退
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職令の額K格差があること、施設の措置費の人件費は国家公務員の給

料を基準としているので国家公務員法の退職金を基準とするとととし

Tこ。

3) 法人独自の退職金制度が確立されている場合でも、その規程その

ものが一般社会の退職金支給額との比較検討、退織令共済制度の発足

と同時K規程そのものの見直しがされていないので、 ζの際、退職給

与引当金の在り方を見直す必要が~ると考えられるので明確にした。

4) 法人独自の退職令指Ij度で支払われる返恥令で&家公務長法による

退恥舎を超える舘は施設が負担できない。もし、超過重討を支払う場合

は本音b会計で処理することとする o

5) 本部会計K公ける資令負担と職員拠出Kよる拠出企業年金制度内

導入は、施設の会計に関係なく考慮されるべきでるる o

6. 賞与引当令の会計

1 ) 賞与の支給額は国家公務員の基準K準ずることとなっているが、

賞与支給K関する計算期閣の定めがある場合は計算期間の初日から

会計年度末に至る期防K見合う賞与謝を引当ることができる。

2) 賞与引当を開始した年度は、夏期賞与支給額のうち夏期賞与の計

算期耐の開始日から前会計年度末K至る期間に見合'う額は特別支出

として処理する。
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理由

，賞与支給の計算期間が明らかなる場合には賞与ヲl当舎を設定できる方法

を考慮する必裂性があるので引当令を設定できるととにした。

7. 回収不能引当多rの会計

1 ) 授産事業会計の売掛債権、その他の資産K回収不能額がるる場合は

回収不能引当金を設定しなければならない。

2) 回収不能引当金は、当該資産または流動資産、その他固定資産から

控除形式で表示する。

3 ) 回収不能引当令の設定の基準は、個々債権どとに回収可能性を判定

して引当る。

4) 回収不能引当金の繰入、戻入は事業外収支の部に計上するものとす

る。

5 ) 回収不能引当金の設定目的となった債権が回収されたときお、よび引

当金の設定の目的となった債権が回収不能となった時は、ヨl当金を取

崩さなければならない。

理由

授産事業会計の売掛債権には、民間業者に対する債権が多く、回収不能

となるものも見受けられがつ、売掛債権以外の債権陀も回収不能のものが

認められるので、回収不能な債権について引当令の設定を認めることとし

ザ~，'-。
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8. その他引当金の会計

1 ) 職員人件費引当金

人件費補助額と支払人件費との差額が生じた場合、次会計年度で

人件費K使用する場合に限り引当令を設定する ζとができる。

2) 作業員給料引当令

授産事業会計になける作業員給料(入所者)の還元がなんらかの

理由で充分でないために生ずる剰余は次会計年度で作業員に直接

還元する場合に限り引当令を設定することができる。

3 ) 入所者福剃厚生引当金

福祉事業会計の事業費収支K剰余が生じた場合K、入所者処偶に

非違がなく、事業貨の合理化にともなう剰余等でるるなど正当な理

由Kよるものであると認められる時は次会計年度で入所者の処偶に

直接使用する場合K限り引当金を設定することができる o

り これらの引当やの設定は、使用目的、引当金設定の根拠など合理

的に算定基準が明らかでなければならない。

5 ). 引当令の設定は、それぞれの性格にしたがい区分しなければなら

ない。

6) 引当金は、翌会計年度で51当額のすべて・を使用しなければならな

い。使用出資金(現預や)支出であることを要し、引当金の取崩し

‘は、直接法によるものとする。

7 ) その他引当金め設定は、上記K掲げた引当金の他の引当金の設定

は認められない。

理由

1 ) 職員人件費補助額と支給人件費額との聞に剰余が生ずるのは、人
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件費補助額が標準施設の人的構成、 (年令、学歴、経験、資格等)

を考慮して算定されてお寸、施設の人的構成が襟準施設以下の場合

陀剰余令が生じ、標準以上でεる場合は不足となる。

2) 職員の従事期間、会計年度中の就職、退職Kよる空白期間の発生、

施設の合理化陀ともなう人員の減少(注)などによって生ずる剰余

がるる。

注1.ボイラー技術士を雇用している場合、夜間勤務者を麗用す

るが、休日、残業手当の支給をしなければならない土、暖房

装置の保守料を支払わなければならないが、冬期K限って暖

房管理委託を行うと委託契約にもとつく技術員の派遣、維持、

管涯、整備が行われ、保守料、整備料の支払いはなく、ボイ

ラー技術士に対する休日残業手当が誠少する。

2. 調理の合恕化、施設の論起磁を合併し、設備を合訟化し、

栄養士の作成したメニュ-vcよって食料材料を購入し、調珪

K民!しでのみを委託を行うと謁起人(契約による規定人員と

定められた者)が調理することになる。この場合、 2施設の

調出職人員が淑少すると同時に 2施設の調理関係封用の減少

効果をも生ずる。

この工うに施設の運営を合見化L、入所者処{掲に変化なく、

場合によっては、処偶の質的向上が計れる場合がるる。また、

事務補助以員を必要に応じてパート者陀代替することで人件

貨の被少も毛り得る。

3 ) 引当できる場合は、剰余が生じ、次会計年度で人件費K使用する

場合K隙られ他民流用するを禁じている。したがって引当するか、
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同

否かは施設の会計処理方針Kまかされる.とととする。

4 ) 作業員給料は、授産事業の受注作業の変化、生産活動の変動、作

業員能力など種々の要因による予測と実績との誤差など会計年度末

K調皇室すべき事項が生ずるとと、授産事業の売上高、加工収入は、

売上、加工したからといって即日、資令化されるものでないこと。

5 } とれらの越由から一定の制約のもとに引当金の設定を叡めた。

引当舎の設定を-認めないことにより、未払金、未払費用等に剰余が

架装され、実質的に使用され左い傾向が生ずる向表も考えられる。

したがって取崩も直接法によるとととした o また、ヲi当舎の種類は

ζ こに掲げられた必妥最少阪のものに限られることとしたo

9. 特定引当金の会計

1 ) 施設監備引当令の設定

(1) 補助金等の交付決定通知が会計年度末、または、翌会計年度初に

通知され、被助金支出が出納閉鎖期間の関係で翌会計年度K交付さ

れるなど目的支出が会計年度内に実施され縛ない場合は、との引当

金を設定できる o 設定K際しては問的を示す名称を付することとす

る。

(2) 引当金の繰入、戻入は、特別収支の部K計上するものとする。

(3) 施設整備費用は、施設整備貨として事業外支出に計上するものと

する占.

2) 経貨性引当金の設定
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(1) 地方公共団体等の補助令等で経常経資補助の性格を有し、出納閉

鎖期間の関係で目的支出が不可能な場合に限り、使用目的を明らか

Kした名称を付した引当舎を設定することができる。

(2) この引当金の繰入は、目的支出陀該当する区分に属せしめることとする。

(3) 目的支出が行われた場合の処理は直接法によるものとする。

3) 特定引当金の表示

特定引当やは、貸借対照表の負債の部の次に特定引当金の部を設

け表示するものとする。

理由

国、地方公共団体等の交付決定の遅，れ、出納閉鎖期間との民!係Kより

目的支出が会計的K不可能なので毛ることから、行政上の立場と施設会

計とを調整するために設けた。すなわら、補助金支出と目的使用の会計

年度のずれをいかに調整するかの問題点を、行政上の監査、指導に資し、

かっ、施設会計の明瞭化K役立つ手段として会計処理の方法として考慮

した。

経動性引当金Kついては、その他引当金K含めることも可能であるが、

その他引当金は、戦員、入所者処偶の調整は、施訟運営管理者の責任範

囲の是正に重点を量き、園、地方公共団体等の予算制度(単年度会計)

K関係るる事項など施設の管理統制以外の事項については、特定引当金

で処理する ζととした。

会計処理は、原則的K指示したが、機械整備引当令{;本報告のII-2

--6 )のような特殊なものが生ずるので ζれらについてはケースパイケ

ースで対処することとする。
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1.0. 長期借入金{施設の整備、改善、合理化)~ついて

理

1 ) 長期借入令で取得した資産の減価償却員の範囲内の償還を認める。

2) 施設整備補助金と長期借入金で資産を取得している場合は、会計

年度にお、ける減価償却貨の合計額より補助金等引当金戻入額を控除

した額を限度と寸る。

3) 授産事業の長期借入金は、っき・の条件で認める。

① 授産事業K使用される建物、機械装置、工兵器具倫品等の資本的

支出、取替取得のための長期借入金で毛る ζ との

② とれらの資産の取得により作業能力が長期的視野で改善されると

とが明らかである、こと。

@ これらの資産取待Kよれ作業員給料が一定勤関内に改善される

乙と。

④ 法人本部の努力(経営上、または寄付金の募金、勧誘などを行つ

ても賄いきれない)にかかわらず借入を行わなければ、経営の合理

化が実施され待ないもの。

⑤ 1) と2) ~準ずる。

由

1 ) 長期借入金は、財源、の有無Kかかわらず、償還動隊が到来すれば

償還しなければならない。

2) 本部会計は弱体であり、長期借入金を償還する財源余裕は無く、

福祉事業では収支をほぼ均衡K保っととが要求づけられ、授産事業

で作業員給料K還元すべき額が売上高、加工収入から材料貨、外註

工質、職業指導員人件費、製造経費{減価償却費含) を除いた額と
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定めた関係上、償還財源が無いとととなるo したがって唯一の財源

は減価償却資である。

3) 長期借入金の償還財源、を外部K求めるとしても、現在の社会状勢

ではむずかしく、また、法人役員等の念書の存在はあっても、現実

の姿では形式上のことでるり、法人が破産等になった場合の個人保

証については実行され得るが、非常陀むづかしい問題を含んでいる。

11. 基金の会計Kついて

1 ) 基金は、基本財産基金、運用財産基金K区分しない。

2 ) 基本財産は該当資産を基本財産として明示する。(附属明細表)

3) 基舎は、本部会計基金、施設会計基金K区分する。

4 } 剰余金の処分は、別段規定しない。

12. 基本財産について

1 ) 基本財産は、原員Ijとして果実を生む資産、減価しない資産であれ

財産価値が確実な資産でるるとと、すなわら

1 ) 預金、信託財産

2) 有価証券 (安全性が強く、かっ、換金性のあるもの…・・

国債等)

3) 土地
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2 ) 抱設の基本財産は上記以外の資産が基本財産となっている関係上、

基金と基本財産とは切り離すとととする。

13. 本部会計Kついて

1 ) 本部を運営する K必要な収入を生む資産、すなわら、果実を生む

資産の充実に留意する必要がるること。

2) 本部会計の経常経霊堂と施設会計費用を明確Kする区分基準を考慮

すること。

3) 本部会計民一定の資産(果実を生む)を保有させるための資産区

分を行うか否か検討を要する。

4 ) 本部会計句附随事業、すなわら、売庄、理髪所、託児所等(入所

者の福剰厚生施設)を所属せしめ、その刺潤で本部会計を賄うのが

よいか、否か、疑問の生ずる処である。明確な指示が必要でさうろう。

念会、調査法人Kは、集会会館(ライフ・センター)、売底、理髪所、

託児所がるり、ライフ・センターは本部会計の特別会計、託児所は

福祉工場会計K含め、その他は簿外会計となっていたo

5 ) 本部会計を通じての寄付金、施設どとの寄付金とさまざまであり、

施設指定のものは、止むをえないが、漠然、たる寄付金は本部会計の

収入とし2本部会計で経常経費K充当し、残額は各施設に補助する

か、留保するととが望ましい。との方法は、本部会計の充実という

意味合から便宜的な取り扱いとしての一方法でも毛る。
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14. 予算について

1 ) 予算は収支予算により設定する o すなわち、資金収支予算ではな

レ、こと。

2) 設備予算は別途K設定する σ個々の設備整備どと K自己資金、補

補助金、長期借入令を明らかにし、自己資金の財源を明瞭に示すと

ととする。

3 ) 予算編成時に明らかでない設備関係の整備{法令に奉づくもの、

臨時緊急的なもの)は設備予算を作成し、理事会等の承認を要する

ものとする o

4) 更正または補正予算は少くとも、国の措置資等が確定した時期、

(通常平年では 10月及至 11 月)~編成するとととし、その後は

変突しない ζ ととする。とくに実績に合せて変更するととは予算の

目的を逸脱し、予算設定の積算基準をゆがめるととκなると同時に

予算差異原因を把握し陀くくなる。
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V 身体障答者授産施設会計規則{案}の修正

身体障害者授注施設会計規則{案) (以下親員!jと称する。)会計規則をlV

の方向づけに合ぜて修正を行ったが、規則を発表する段階では規則の取扱い

要領なよび勘定科目説明ならびK会計処理マニアルが必要となる。したがっ

て規則の基本的事現が確定すれば、取扱い要領以下の作成は容易で乏ること

から Vの方向づけの 14項目の会計処理の基本的な考え方を早急、K決定しな

ければならない。

月"紙の会計規則jの修正すべき事項の一流はっきのとかりで&る。

" 
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番号

t
i

。，H
q

O

A

U

Z

5 

6 

会計規則| 修 正 事 項 i 
弟 3 粂!ただし書の削除 i 

第 1 3 条|取立不能見込額を回収不能見込編とする。 I

弟 1 5 粂|③と@を削除 i 

第 1 5 粂|③固定資産Kついては、地設整備補助金等により取

取得した資産があゐときは当該各資産科目 K対する

径除科目として、補助金等引当金の科目をもって掲

記しなければならなL、。ただしこれらの固定資産比

対する控除科目として一活して渇記することを妨げ=

なL、。 i

②減価償却費の累計額のると K直接と挿入。

③減価償却費の巣計額および補助金等引当金の戻入

業計額を貸借対照表K庄lJ己しなければならない。

第 1 8 条例jえば以i峰削除 | 

!すなわち、退職給与引当金、賞与引当金、職員人件!

!費引当金、作業員給料引当金、入所者福利厚生引当

i金を設定することができる。

第 19 条|新設 以下条文を繰り下げる。

特定の目的のための引当金を設定できゐ。ただし、

園、地方公共団体等の予算制度Kもとづく債権が確

i定し、支出が翌年度で行われるものに限る。

1②特定引当金は当該目的を示す科目をもって掲記す'，.

るものとする。

d 

-

③特定引当金は負債の部つぎに特定引当金の部を設

けて掲認するものとする。

7 第 2 1 条:笠笠収支計算を霊童全収支計算、純収支計算を特別

収支計算K変更

③経常収支を事業外収支に変更

負遡収支を笠型収支に、経常収支を事業外収支に変|
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修 正 事 項

民

8 別表貸借対照表|資産

1 8 I貸倒引当金を回収不能引当金K変更

1 7 I一般会計勘定または他施設会計勘定とする ! 

i E 81F助金等引当金(えを新設 | 
9 別表貸借対照表|負債 i 

I (1) 1 0 I-~会計勘定を一般会計勘定ま川崎会計勘定と|
する。

10 別表貸借対照

11 別表貸借対照、

I 2 
12 注)

引当金

固定資産圧縮引当金を削除 施設整備引当金を入れ

る。

基本金

積立金 イロハの例示削除

1 を追加

2 補助金等引当金戻入額の巣計額は xx x x円で

ある。

3 保証債務、偶発債務を注記するの

例受取手形割引高

裏書譲渡高

職業指導員給料のつぎK、(2)として賞与引当金繰入
を新設以下番号をづらす。

削除

職員給料のつぎに(2)として賞与引当金繰入を新設
以下番号をづらす。

退職給与引当金繰入額は退職金K変更

地代家賃を賃借料に変更

II-2-ω|ωと入れ替える ω雑費 偽減価償却費
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!番号|会計規則 イ彦 正 事 項

N-2-ω;退職給与引当金繰入をJI.-2-5から移すo

]1-3ー(6)I賃借料を新設 以下番号をづらすの

国 !経常収支計算を事業外収支計算とする勺

国一 1ー(1)i拘設整備補助今収入を新設 以下番号をづらすo
III -]ー(2)1回収不能引当金戻入を新設 以下番号をづらす， 0

N 純収支計算を特別収支計算とする。

rll -2ー(1)I施設整備針を新設 以下番号をづらす0:

町一 2ー(2)I回収不能引当今繰入を新設 以下番号をづらすo
N-lー (3)I 削除、補助令等引当今戻入とする。

N -1一(2)1削除、以下番号を繰り土け.る o

N -1一(4)1特定引当金戻入を新設

N -2 -(2) I削除、補助今与引当令繰入とする白

IV-2ー(3)1 l特定引当金繰入とする。

1 4剰余令処分計算書

11I一(1)ー(3);削除

1 5製造たらび陀受託加工原伯j報告書;

J E - (侶5別巾)

:m一 ω1地代家賃を賃借料陀変更。

l16財産自問倍対附準じて訂正九
1 7 付属明細表 | 

1 8 

44 注 措置髭未収入舎とする。

55 注) 措置針未収入金K準ずる。

14 f注)

Jヲ~ (注}

1とする。

2付表の摘要欄K基本財産はその旨明支すると

と。

期末価額が一定額以下の物は一括して記載:でき

る。ただし、補助令等引当金残高の毛るものは省

1 7 ~j 

F 

ぜ色

'1'< 

F 

申h



修 E 事項 | 
略できない。 ? 
係式 期末現在高と摘要の閣に補助金等引当金、期|

末銭高欄を設ける。 I

(注)貸倒引当金を回収不能引当金とする。 i

経常費、臨時健その他を削除、特定と一般に区分 | 

施設.整備補助金に変更

番号|会計規員Ij

料

9

6

7

資

2

3

3

考

1

1

1

1

1

1

1

・1
1

1

参

!
l

o'M 
9
u
 

1 9 

20 

2 1 

イーへ

削除

』
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